
基本目標 3：豊かな子ども時代をすごすための社会づくり

子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局

子ども育成部 子ども育成部 子ども育成部 子ども育成部

3-1 3-1 3-1
3-1

（再掲 2-4-4）

「（仮称）札幌市子どもの権利
条例」の制定及び推進

「子どもの権利条約」啓発事業 子ども議会 私たちの児童会館づくり事業

札幌の未来を担う子ども一人ひとり
の権利を守り育むため、「子どもの
権利条約」について広く市民議論を
高めるとともに「（仮称）子どもの権
利条例」を制定（平成18年度制定予
定）し、子どもの権利擁護の推進を
図る。

18歳未満のすべての人の保護と基
本的人権の尊重の促進を目的とし
ている「子どもの権利条約」に関し
て、各種啓発事業を推進することに
より、市民の認識を深め、問題意識
の醸成を図る。

未来を担う子どもたちに札幌のまち
づくりについて考えてもらい、市政
への参加と理解を促進する機会と
するとともに、子どもが主体となる
議会とし、議会を通じて子どもの権
利条約の意見表明権などを体現す
る場として、権利条約について市民
への啓発、議論の喚起を促す。

屯田北地区に整備予定の児童会
館をモデルとして、児童会館のハー
ド・ソフト両面にわたり、子どもが自
ら参加し、主体的に関わる仕組み
をつくることによって意見の反映を
図るとともに、地域活動等に対する
関心を育む。また、既存の児童会
館の運営等にも順次子ども版運営
委員会の導入を図り、子どもたちの
ための児童会館づくりも目指す。

【子どもの権利条約に
関する認知度】

【子どもの権利条約に
関する認知度】

【参加者数】
【子ども版運営委員会

実施施設数】

初期値
（計画掲載）

15年度：14.3％ 15年度：14.3％ 15年度：65人 16年度：１か所

目標値 21年度：40％ 21年度：40％ 21年度：70人 21年度：21か所

69人 1か所

66人 3か所

55人 12か所

19年度：16.1％（※） 50人 60か所

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

・条例の制定に向け、平成19年8月
に、「札幌市子どもの権利条例検討
会議」を設置し、市民の参加のも
と、条例をより良いものとするため
の工夫や、子どもの権利侵害から
の救済制度について審議が進めら
れた。
・検討会議では、子どもとの意見交
換を含め、計12回の委員会を開催
し、平成20年2月に答申を行った。
・検討会議の答申をもとに、平成20
年2月に、条例素案に対するパブ
リックコメントを実施し、子ども、大
人を合わせて393人の市民から意
見が提出された。
・これらの取組のほか、条例制定の
意義等について、地域に出向いて
の説明会等を数多く開催し、子ども
の権利についての普及が進められ
た。

・子どもの権利条約の啓発事業とし
て、条約パンフレットの小学生、中
学生への配布、人形劇を用いた各
区子どもフォーラムなどを実施し
た。
・条約の普及と併せて、条例づくり
についても、周知パンフの作製、
ニュースレター、ホームページ、テ
レビ・ラジオ番組などの活用のほ
か、パネル展、出前講座の実施な
ど、様々な方法を用いて、広報活動
を実施した。

（※）平成19年7月から8月にかけて
行った意識調査では、条約の認知
度は、16.1％であったが、「条約を
知らない」と答えた割合は、30.9％
であり、平成15年度の調査結果
（47.5％）に比べ、大きく減少してい
た。

・市内の小学5年生から高校2年生
の子ども議員が、5つの委員会（委
員会の名称は子ども議員が設定）
に分かれて、札幌市に対しての提
案を行い、市長をはじめ、副市長・
関係局長等が答弁をした。
・子ども議員のほか、子どもたちの
活動をサポートする大学生6人もス
タッフとして参加した。

○提案のための委員会7回
・実施日　平成19年10月～12月

○本会議
・実施日　平成19年12月27日（木）
・場所　札幌市議会議場
・主な提案
「札幌のおサイフ、財政のPR」
「レジ袋を減らすこと」
「学校におけるいじめの対策」
「家族のふれあい農業体験」
「雪の時間、防災キャンペーン」

・子ども運営員会を48館（児童会館
38館、ミニ児童会館10館）に設置

・活動促進支援事業　9事業

・その他は継続実施

・北郷児童会館改築子ども検討委
員会を設置

・「（仮称）札幌市子どもの権利条
例」は、「札幌市子どもの最善の利
益を実現するための権利条例」を
正式名称として、平成20年第3回定
例市議会において制定された。
・平成20年度も、子どもの権利の理
解促進に向けた取組を引き続き進
めていく。

・平成19年度に引き続き、ニュース
レターの発行、パネル展の開催、人
形劇を交えた子どもフォーラムなど
を行うとともに、条例の必要性等に
ついて、市民理解を得る取り組みを
続けていく。

・平成20年度も、平成19年度と同様
に実施する。

児童会館、ミニ児童会館全館で実
施

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

18年度実績

17年度実績

19年度実績

16年度実績
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基本目標 3：豊かな子ども時代をすごすための社会づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

18年度実績

17年度実績

19年度実績

16年度実績

子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局 保健福祉局

子ども育成部 子ども育成部 児童福祉総合センター 保健所

3-2 3-2 3-2 3-2

青少年育成委員会事業
心豊かな青少年をはぐくむ

札幌市民運動
児童虐待予防・防止連絡会議

区児童虐待予防・防止
ネットワーク事業

地域における青少年育成を推進す
る担い手として、連合町内会単位に
各地区青少年育成委員会を設置
（90地区・1,800人）し、文化体験・ス
ポーツ大会など青少年に関わる健
全育成事業や地域における環境対
策事業を推進する。

これまでの「非行化防止」から「健
全育成」を重点とした市民運動の推
進のため、全市的な取組としての
「青少年を見守る店」の登録推進運
動の展開や市内の全市立中学校
に「中学校区青少年健全育成推進
会」を設置し、各地域での啓発活動
を展開する。

虐待予防･防止に関して活動を行っ
ている関係機関を一堂に集め、情
報の共有化、事例検討等を行い連
携の強化を図る。

各区保健センターにおいて、児童
虐待の予防・防止、早期発見及び
虐待事例への円滑な支援を行う地
域ネットワークを構築するために、
関係機関代表者による連絡調整会
議、事例検討会、研修会等を行う。

【「青少年を見守る店」
登録店数】

【開催回数】

15年度：6,388店 15年度：年２回

21年度：7,200店 21年度：年２回

6,200店 2回開催

6,222店 2回開催

6,253店 2回開催

6,155店 2回開催

１　青少年育成委員会が各地区で
以下の事業を実施した。
〇社会参加の場や多様な体験機
会の提供
　スポーツ(地区運動会等)、文化・
芸術(音楽会、百人一首等)、レクリ
エーション(三世代交流会等)　など
〇安全・安心の環境づくり
　地域安全パトロール、地域安全
マップづくり　など
〇研修会・学習会
　 区又は地区青少年育成委員会
委員研修の開催、関係団体等が実
施している研修会への参加　など
〇広報啓発活動等
　 広報紙の作成・回覧、地区懇談
会・講演会の開催　など

２　青少年育成委員会の活動を市
民に周知するため以下のことを
行った。
〇「青少年育成委員会活動事例
集」を発行(11月)
〇青少年育成委員会パネル展の
開催(1月)
〇広報ラジオ番組ＳＴＶ「さっぽろ散
歩」への出演(1月)　など

　7月の「心豊かな青少年をはぐくむ
札幌市民運動強調月間」にあわせ
て「青少年を見守る店」登録推進活
動を展開した。
登録推進活動は、年間を通して実
施。
〇実施団体：各地区青少年育成委
員会等
〇登録推進活動：登録推進活動用
にチラシ9,000枚及び登録店用ス
テッカーを4,630枚を各地域で配付
した。
〇広報活動等：手稲区手稲地区に
おいて、「青少年を見守る店スタン
プラリー」を実施し、「青少年を見守
る店」の周知を図った。また、子ども
育成部ＨＰに「青少年を見守る店」
のページを開設した。

第一回
実施日：平成19年8月9日
場所：市児童福祉総合センター
報告事項等
①札幌市における「生後4ヶ月まで
の全戸訪問」について
②子どもの権利条例の制定に向け
た取組について
③札幌市児童相談所の虐待相談
受理状況及び児童福祉法改正等
について
④札幌市要保護児童対策地域協
議会について

第一回札幌市子どもを守るネット
ワーク会議
実施日：平成20年3月11日
場所：市児童福祉総合センター
※上記連絡会議をより実効性ある
ものにするため再編成
報告事項等
①札幌市の児童虐待の現状と対策
について
②警察における要保護児童の現状
について
③児童虐待対応サポートチーム
（実務者会議）について

１　定例会議　(10回開催）
　　定例会議を年１～２回、また、必
要に応じて臨時会議を開催する。
２　ワーキンググループ
　　関係機関が連携して、虐待及び
ハイリスク児に対する有効な家庭
支援を行うために、事例検討会を
行う。
(1)　会議の開催（64回開催）
　　　区保健センターが、関係機関
と調整を図り事例検討会を開催す
る。
(2)　構成員
　　　事例に関わる関係機関の実務
担当者
(3)　検討内容（119件）
　ア　各関係機関の情報の共有化
　イ　問題点のアセスメント
　ウ　支援目標の確認
　エ　今後の援助方針とその方法
　オ　各機関の役割分担等
３　研修会等　（19回開催）
　　虐待予防に関わる関係者の資
質の向上及び一般市民を対象とし
た、研修会等の実施

平成19年度に引き続き地域の青少
年健全育成事業を推進する。また、
青少年育成委員会の活動内容を広
く市民に周知するために、広報の方
法について工夫していく。

｢青少年を見守る店」について、平
成20年度も引き続き登録推進活動
を促進する。また、登録店と地域が
連携した活動を積極的に広報する
など、「青少年を見守る店」と地域
が連携した活動の推進に努める。

年度内に1回 19年度と同様の内容を実施

平成20年４月1日に青少年育成育
成委員会委員の一斉改選を行っ
た。
※委員の任期：平成20年４月１日
～平成23年３月31日

当該事業は19年度で廃止した。児
童虐待予防・防止連絡会議を札幌
市子どもを守るネットワーク会議に
再編成し、実務者会議を年度内4回
程度、代表者会議を年度内1回行う
予定。
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基本目標 3：豊かな子ども時代をすごすための社会づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

18年度実績

17年度実績

19年度実績

16年度実績

子ども未来局 保健福祉局 子ども未来局 子ども未来局

児童福祉総合センター 保健福祉局保健福祉部 子ども育成部 児童福祉総合センター

3-2 3-3 3-3 3-3

児童虐待予防地域
協力員養成事業

思春期特定相談事業
子どもアシストセンター

相談・指導事業
家庭児童相談員の配置事業

児童虐待の早期発見・早期対応を
図るため、民生委員児童委員、主
任児童委員、青少年育成委員等に
対して、研修会により児童虐待予
防地域協力員の養成を行う。

心の問題に悩んでいる青少年（概
ね12～20歳）や家族に対して、電話
や面接による相談を行うとともに、
青少年に携わる専門職に対して、
コンサルテーション（指導・助言）や
研修会、講演会を企画する。

思春期の子どもの様々な課題に対
処するために、電話・面談による相
談や街頭における巡回指導などを
実施する。

児童問題の相談窓口として各区役
所に家庭児童相談員１人を配置す
るとともに、関係機関・団体との連
携を図りながら問題解決にあたる。

【児童虐待予防地域協力員数】 【相談件数】　電話相談 【相談・指導件数】　相談 【配置人数】

15年度：4,384人 14年度：321件 15年度：2,363件 15年度：10人（各区１人）

21年度：7,000人 21年度：10人（各区１人）

4,873人 264件 1,641件 10人（各区1人）

6,041人 377件 1,781件 10人（各区1人）

6,580人 357件 3,960件 10人（各区1人）

7,377人 372件 3,022件 10人（各区1人）

協力員登録研修
①対象：無認可保育園職員
実施日：平成19年6月13日
場所：WEST19
②対象：新任教頭先生
実施日：平成19年7月19日
場所：生涯学習総合センター
③対象：市立小学校の新任教頭及
び未受講者
実施日：平成19年11月6日
場所：札幌市社会福祉総合セン
ター
④対象：認可保育園・児童会館・幼
稚園職員
実施日：平成20年1月22日
場所：札幌市社会福祉総合セン
ター
⑤対象：民生委員・主任児童委員・
青少年育成委員
実施日：平成20年2月19日・20日
平成20年3月7日
場所：札幌市社会福祉総合セン
ター

1.電話相談：372件
2.来所相談：118件
3.コンサルテーション：13件
4.研修会「こどもから話をどう聞く
か」
　日時：平成19年9月10日
　対象者：保健・医療・福祉・教育・
司法・矯正教育関係職種
　参加人数：80名

○相談
思春期の子どもやその保護者の身
近な相談機関として、電話・メール・
面談による相談を実施した。
相談内容は、学校生活、不登校、
家庭生活、個人的な悩み、不良行
為等、多岐に渡っている。

月曜～金曜　9：00～17：00

○指導
喫煙や怠学など子どもの問題行動
に早期に対応するため、駅・バス
ターミナル・繁華街などを巡回して
指導にあたり、子どもが抱えている
悩みを少しでも解消できるよう、子
どもとの対話に努めている。
また、札幌市学校教護協会と連携
をはかり、市内中心部の合同巡回
指導を実施している。

月曜～金曜　午前と午後の1日2回

■家庭児童相談員と児童相談所と
の懇談会実施（1回）
■施設見学会<北海少年院>実施
（１回）
■北海道・東北地区家庭児童相談
室関係職員研究議会<岩手県盛岡
市>へ家庭児童相談員2名派遣。

相談件数：1,506件

昨年度と同様に実施 電話相談
来所相談
コンサルテーション

前年度同様と見込まれる。

その他の設定指標

その他の設定指標

【相談件数】　来所相談

初期値（掲載） 14年度：114件

目標値

77件
100件

134件

118件

⑯実績値

⑰実績値

⑱実績値

⑲実績値

指標

【相談・指導件数】　指導

初期値（掲載） 15年度：3,070件

目標値

3,171件
2,970件
2,882件

3,016件⑲実績値

指標

⑯実績値

⑰実績値

⑱実績値
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基本目標 3：豊かな子ども時代をすごすための社会づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

18年度実績

17年度実績

19年度実績

16年度実績

子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局

児童福祉総合センター 児童福祉総合センター 児童福祉総合センター 児童福祉総合センター

3-3 3-3 3-3 3-3

子ども電話相談事業 メンタルフレンド派遣事業
児童家庭支援センター

運営費補助事業
不登校児等グループ指導事業

子ども本人や子育て等に悩む親か
らの電話相談に対し、適切な助言
や他機関の紹介を行う。

社会的不適応を示し、家庭に引き
こもりがちな子どもを対象に、「メン
タルフレンド」として登録した学生を
定期的に派遣し、遊びやふれあい
を通じて子どもの社会性や自主性
の伸長を援助する。

児童相談所との連携のもとに、児
童虐待の未然防止、非行防止、保
護者の子育て不安解消など、複雑
多様化する児童問題を扱う地域に
密着した24時間対応可能な児童福
祉施設に対し、運営費を補助する。

不登校相談の児童を対象に、同年
代の児童との交流を通じて、自主
性や社会性を身につけることを目
的としてグループ指導を行う。

【相談件数】 【メンタルフレンド登録者数】 【実施か所数】 【参加児童数】

15年度：1,346件 15年度：27人 15年度：１か所 15年度：７人

21年度：30人 21年度：２か所

1,247件 13人 1か所 実人数 8名（延べ数174人）

1,013件 11人 2か所 実人数 9名（延べ数171人）

－－－－－－ 10人 2か所 実人数13人（延べ数219人）

－－－－－－ 19人 2か所 実人数14名(延べ数244人)

17年度をもって廃止

児童との遊びやふれあいの中で、
その児童の自主性や社会性などの
伸長を援助することを狙いとしてお
り、児童の兄・姉の世代にあたるボ
ランティア学生を「メンタルフレンド」
として概ね週1回派遣している。

※派遣対象児童：７、派遣回数延べ
７３回

興正こども家庭支援センターと羊ヶ
丘児童家庭支援センターの運営費
を補助している。

お花見　実施日：平成19年5月9日、
場所：円山公園、参加者数：2名

前年度同様と見込まれる。 前年度同様と見込まれる。 前年度同様と見込まれる。
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基本目標 3：豊かな子ども時代をすごすための社会づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

18年度実績

17年度実績

19年度実績

16年度実績

子ども未来局

児童福祉総合センター

3-3

里親育成事業

家庭で養育できない事情のある子
どもを自宅で養育する里親を募集
するとともに、里親への研修等を通
じて里親制度の普及啓発を図る。

【登録里親数】

15年度：109組

21年度：130組

115組

121組

120組

123組

（１）広報さっぽろ6月号：新規里親
募集ＰＲ
　・新規登録里親数：９組
（２）研修事業
　①　6月１１日　乳児院見学会：２５
名参加
　②　７月２５日　 新規登録里親研
修：１０名参加
　③６月２５日 第1回里親研修会：４
０名参加
　　「子どもの心を守る」
　④11月２６日 第2回里親研修会：
２８名参加
　　「幼児安全法」
　⑤7月～10月専門里親養成教育
（恩賜財団母子愛育会委託）：１名
参加
　⑥里親養育相互援助事業（札幌
市里親会委託）：２０回／年、延４８
１名参加
（３）広報啓発事業
９月１２日　里親促進フォーラム　参
加者約１３０名

前年度同様と見込まれる。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

観光文化局 観光文化局 環境局 環境局

文化部 文化部 みどりの推進部 みどりの推進部

4-1 4-1 4-1 4-1

博物館体験事業 自然探求サポート事業
夏休みネイチャークラフト

フェスティバル
札幌市豊平川さけ科学館

親子・子供採卵実習

化石採取体験学習会、植物観察
会、昆虫採集会などを実施する。

博物館計画推進方針の５大プロ
ジェクトにおける科学奨励制度の一
環として、博物館の基本テーマに即
した児童の研究活動を支援、奨励
する。

夏休み期間中の子どもたちを対象
に、木工の専門家の指導による公
園管理で生じた資源を利用したクラ
フト活動を豊平公園で実施する。

サケの生態等を学習するために、
採卵受精作業や解剖・うろこなどの
観察を行う。

【満足度】 【応募者数】 【参加者数】 【開催回数】

初期値
（計画掲載）

15年度：20人 15年度：700人 15年度：年８回

目標値 21年度：85％ 21年度：100人 21年度：1,000人 21年度：年８回

95% 7人 607人 10回開催

100% 3人 593人 6回開催

96% 4人 663人 2回開催

96% 3人 503人 2回開催

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

「たんぽぽであそぼう！～春の植物
観察会」、「水生昆虫観察会」、、
「アンモナイト化石のクリーニン
グ」、「地史見学会」、「昆虫標本を
つくろう！」、「落ち葉のしおりをつく
ろう!～秋の植物観察会」、「海岸を
歩く、見つける、集める、考える～
漂着物集めと化石採取」の参加者
に対して行ったアンケート結果であ
る。

・3件(のべ3人)の応募テーマの中か
ら2件を選考し、夏休みから翌3月に
かけて野外調査、室内調査、まと
め、展示制作・公開、口頭での成果
発表会を行った。
・取り組んだテーマ
(化石分野)
「豊平川の石ころはどこからきた
の？」
参加者:白石区、小学４年、1人
サポート研究者:古沢　仁(札幌市博
物館活動センター学芸員)
(植物分野)
「たくさんの葉っぱがついて1枚と数
えるのと、1枚だけで1枚と数える
葉っぱがあるのか？（葉っぱの数え
方について）」
参加者:豊平区、小学４年、1人
サポート研究者:山崎真実(札幌市
博物館活動センター学芸員)

夏休み期間中の子どもたちを対象
に、木工の専門家の指導による公
園管理で生じた資源を利用したクラ
フト活動を豊平公園で実施する。
・平成19年7月25日(水)・26日(木)
 　　10:00～15:00
・入場料100円／人
・公園の剪定枝などを利用したクラ
フト
・枝と木の実でアクセサリー
・花とハーブの鉢植えづくり
　　　などのメニューに自由参加
　　　( 大半が小学生の参加 )

サケの人工受精を体験する実習を
行なった。実習ではサケのオスとメ
スの見分け方や、体長・体重測定、
受精作業（メスザケのお腹から卵を
取り出し、オスの精子をかける）を
参加者が分担して行なった。また、
うろこから年齢を調べたり、体の仕
組みを学んだ。

実施日
　平成19年9月～11月　合計２回

場所
　札幌市豊平川さけ科学館

参加対象者
　公募による実習
　　（小学４年以上）

参加者数
　大人　22人
　子供　29人

その他に、学校や団体からの申し
込みによる採卵実習を合計15回
行った。大人136人、子供333人参
加。

地史見学会、植物観察会、昆虫採
集会、漂着物観察会、化石クリーニ
ングなど各種体験学習会を実施す
る予定。

応募テーマから選考されたテーマ
について、児童がサポート研究者と
ともに自然を探求していく。夏休み
から翌3月にかけて野外調査、室内
調査、まとめ、展示制作・公開、口
頭での成果発表会を行う予定。

平成20年7月29日(火)・30日(水)
実施済み

20年9月～11月に、公募による採卵
実習を計２回予定している。その他
に実習の申込があった場合には、
随時実習を行う予定である。
　また、採卵実習のほかに「サケの
受精体験」というプログラムを10月
～11月の間で8回予定している。

平成18年度以降、採卵実習の回数
を減らし、代わりに内容を簡易にし
た「サケの受精体験」というプログラ
ムを始めている。平成19年度は受
精体験を6回開催し、参加人数は大
人124人、子供82人であった。

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

環境局 教育委員会 観光文化局 観光文化局

円山動物園 生涯学習部 文化部 文化部

4-1 4-1 4-1 4-1

一日飼育係（夏及び冬） 野外体験事業 博物館講座事業 佐藤忠良関連施設整備事業

公募による市内の小学校4～6年生
が獣舎内の清掃やエサ作りなどと
いった飼育係の仕事を体験する。

夏休み・冬休みの長期休業日に、
子どもたちに林間学校等の野外体
験の学習機会を提供する。

博物館活動センター主催の各種講
座や講演会を実施する。

芸術の森野外美術館の敷地内に、
札幌市ゆかりの彫刻家である佐藤
忠良の作品を収蔵、展示するととも
に、子どもが芸術に触れ、作品を創
作したり、読み聞かせのできる機能
を持つ体験型ギャラリー（展示室）
を建設する。

【参加者数】 【参加者数（累計）】 【受講者の満足度】 【施設開設】

15年度：夏・88人、 冬・48人 15年度：52,600人

21年度：夏・88人、冬・48人 21年度：62,800人 21年度：85％ 20年度開設

夏88人　冬・48人 54,278人 92%

夏88人　冬・42人 56,048人 89%

夏88人　冬・36人 59,859人 96%

夏88人　冬・36人 61,731人 86% 【19年度新規事業】

夏の一日飼育係
開催日：平成19年7月26日（木）～
29日（日）
定員：各日22名　合計88名
参加者：88名
内　容：
  9：00～12:00　飼育作業体験
 13：00～15：00　草食動物のフンか
らはがき作り、動物に関する講義

冬の一日飼育係
開催日：平成19年12月26日（水）～
28日（金）
定員：各日12名　合計36名
参加者：36名
内　容：
  9：00～12:00　飼育作業体験
 13:00～14：00　動物に関する講義

《林間学校》
○夏季林間学校
　・期間：平成１９年７月２７日(金)～８月
４日(土)
　・会場：盤渓小・駒岡小・手稲北小・有
明小・豊滝小・青少年山の家・森はとも
だちの７会場
　・参加者数：１，１２８人
　・対象：小学校３年生～６年生
○冬季林間学校
　・期間：平成２０年１月５日(土)～１月１
１日(金)
　・会場：青少年山の家・定山渓自然の
村
           冬はともだちの３会場
　・参加者数：６３０人
　・対象：小学校３年生～６年生
《アタックキャンプ》
○夏季アタックキャンプ
　・期間：平成１９年８月６日(月)～８月１
０日(金)
　・会場：藤野野外スポーツ交流施設
フッズ
　・参加者数：７５人
　・対象：市内の中学生
○冬季アタックキャンプ
　・期間：平成２０年１月５日(土)～１月８
日(火)
　・場所：滝野自然学園
　・参加者数：３９人
　・対象：市内の中学校１・２年生

・夜間講座「地球環境の過去・現
在・未来」（全5回）の参加者に対し
て毎回行ったアンケート結果であ
る。
・他に、講座として〝自然科学絵本
読み聞かせ＆学芸員の『小ネタ話』
〟（全12回、3歳～大人対象）、〝カ
ルチャーナイト2007「博物館が図工
室になる？！〟（主催：カルチャー
ナイト2007実行委員会）、〝第3回
ジオ・フェスティバルin Sapporo〟
（共催）を実施した。

建物の建設に向けて、諸準備を
行った。

１　レストハウス撤去工事
２　施設建設についての実施設計
３　施設のコンセプト等の検討
４　購入作品の選定及び作品購入

夏の一日飼育係
開催日：平成20年7月29日（火）、31
日（木）定員：各日22名　合計44名
冬の一日飼育係
開催日：平成19年12月26日（金）、
27日（土）定員：各日12名　合計24
名

＜林間学校＞
・平成１９年度同様の内容で実施す
る。
＜アタックキャンプ＞
・夏季は平成19年度同様の内容で
実施、冬季については休止する。

博物館活動センター主催(共催含
む)各種講座や講演会を実施する
予定。

施設開設
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

観光文化局 観光文化局 教育委員会 教育委員会

文化部 文化部 生涯学習部 中央図書館

4-1 4-1 4-1 4-1

ニッセイ名作劇場 Kitaraファーストコンサート ジュニア・ウィークエンドセミナー  図書館における子ども向け行事

感性豊かな小学校高学年を対象に
劇団四季のミュージカルを観劇する
体験機会を設ける。

札幌市内の全小学6年生を対象と
して、札幌コンサートホールKitara
で、オーケストラ演奏を鑑賞・体験
する事業を行う。

子どもたちが充実した週末を過ご
すことができる機会の提供を目的と
して、各種体験講座を実施する。

図書館本来の奉仕活動の一環とし
て、文化活動の機会と場の提供を
図るため、各種行事を各館独自の
計画に基づいて実施する。
特に、子ども向け行事は、映画会、
工作会、人形劇など子どもに親しま
れる内容とし、図書館に対する興味
と関心を喚起することを目的として
実施する。

【観劇者数】 【鑑賞対象者】 【受講者数】 【参加者数】

15年度：9,007人 16年度：小学校６年生 15年度：845人 15年度：5,831人

21年度：13,500人 21年度：小学校６年生 21年度：1,000人 21年度：6,800人

8,983人（参加校108校） 15,414人（参加校194校） 943人 6,500人

8,984人（参加校116校） 15,930人（参加校203校） 576人 5,405人

9,032人（参加校112校） 17,744人（参加校214校） 1,581人 542人（中央図書館）

9,011人（参加校112校） 15,958人（参加校205校） 1,184人 4,733人
優れた舞台芸術を間近で鑑賞する
機会を設けることで、児童の情操教
育の一翼を担う。
■実施日
平成19年９月４日、５日
■公演数
４公演(午前・午後各１回×２日間)
■会場
北海道厚生年金会館
■対象
市内の小学校６年生
■観劇者数
112校9,011人
<プログラム>
「ユタと不思議な仲間たち」/劇団四
季
入場料:無料

■　実施日
　Ｈ19/8/27、28、9/4～6
■　実施回数
　10回（午前・午後各1回×５）
■　プログラム（楽器紹介を含めて
約1時間程度）
　1　フーガト短調ＢＷＶ578「小フー
ガ」（オルガン独奏）/
　Ｊ．Ｓバッハ（約4分）
　2　歌劇「カルメン」より第一幕への
前奏曲/Ｇ.ビゼー（約4分）
　3　交響曲第５番ハ短調「運命」よ
り第１楽章/
　Ｌ．Ｖ．ベートーヴェン（約8分）
　4　管弦楽のためのラプソディ/外
山雄三（約7分）
　5　ハンガリー舞曲第5番/J.ブラー
ムス（約2分）
　6　映画「スターウォーズ」より「メイ
ンタイトル」/
　Ｊ．ウィリアムズ（約8分）
■　演奏
　　１：キタラ専属オルガニスト独
奏、２～６：札幌交響楽団
■　入場者数等
　○　参加校数：205校
　○　参加児童数：15,162人
　○　引率者数：796人
　○　合計入場者数：15,958人

　学ぶこと本来の面白さを発見して
もらう講座（Ａコース）と社会教育施
設の機能を活用し特定の分野の入
門基礎を学べる講座（Ｂコース）を
実施。

【Ａコース】
・手話、パントマイム、話し方等の講
座を実施（10回）
参加者数：204人
【Ｂコース】
・札幌の歴史探検「歴史新聞をつく
ろう」（6回）
参加者数：57人
・親子パソコン教室（11回）
参加者数：300人
・親子クッキング教室（10回）
参加者数：169人
・科学教室（24回）
参加者数：454人

中央図書館及び各地区図書館（９
館）において、職員及びボランティ
ア団体により、こども映画会、工作
会、人形劇、お楽しみ会（クリスマス
会、かるた大会ほか）など子ども向
け行事を、夏・冬休み、読書週間な
どにあわせてそれぞれ実施した。

■実施日　平成20年９月１日～５日
■公演数　10(午前・午後各１回×５日)
■観劇場所　札幌市教育文化会館
■対象　市内の小学校6年生
■観劇予定者数　約123校10,622人
<プログラム>
「人間になりたがった猫」/劇団四季
入場料:無料

平成19年度と同程度を予定。 AコースとBコースの区分を廃止。
講座内容及び回数については、19
年度同程度を予定。

実施を継続する。

従来、(財)ニッセイ文化振興財団と
の共催で行ってきたが、平成20年
度から(財)舞台芸術センターとの共
催により「こころの劇場」として開催
する。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

子ども未来局 環境局 建設局 水道局

子ども育成部 円山動物園 管理部 総務部

4-1 4-1 4-1 4-1

地域ふれあい体験事業 親子夜の動物ウォッチング 下水道科学館フェスタ 夏休み親子水道施設見学会

地域の人々が習得している昔遊び
や工芸、染め物などの伝承文化、
体験談や暮らしの知恵など豊かな
経験を広く子どもたちに継承し、多
様な価値観を身に付けながら主体
的に行動できる青少年の育成を図
る。

夏休み期間中の２日間、公募によ
る市内の小中学生とその親あわせ
て240人（一日あたり120人）が、飼
育係の案内により普段見ることの
できない動物の夜の生態について
の学習の場として実施する。

下水道科学館において、小学生以
下の子どもを主な対象とした下水
道に関するイベントを実施し,楽しみ
ながら下水道への理解を深める。

夏休み期間中に、小学３～６年生
の児童及びその保護者を対象とし
て、ダム、浄水場などの水道施設
の見学を体験型の学習として実施
し、水資源の有限性、水の貴重さ、
水資源開発の重要性等を認識する
とともに、水道事業への理解を深め
る。

【参加者数】 【参加者数】 【事業実施回数】 【参加者数】

15年度：1,560人 15年度：240人 15年度：年１回 15年度：184人

21年度：1,560人 21年度：年１回 21年度：240人

1,000人程度 258人 年1回 198人

1,800人程度 207人 年1回 198人

1,400人程度 102人 年１回 168人

1,200人程度 年１回 137人

主に小学校１年生から高校３年生
と、地域の大人たちを対象として、
各区3回、単位子ども会が独自で事
業を実施した。

平成19年度から廃止
理由：夜の動物園の開催回数増や
内容の充実などにより、当該事業と
同様の事ができるため、費用対効
果の観点から廃止した。

「下水道の日」（９月10日）に合わ
せ、下水道広報イベントとして平成
９年度から実施している。
　19年度も小学生や家族連れを主
たる参加対象として、楽しみながら
下水道について学ぶことができる
企画内容で開催した。
ア　実施期間
　　平成19年９月１日（土）、２日
（日）＜２日間＞
イ　会場
　　札幌市下水道科学館
ウ　入場者数
　　6,721人

8月1日～3日実施
対象　小学生とその親
定員240名　参加137名

見学コース
定山渓ダム、豊平峡ダム、水道記
念館、藻岩浄水場
「水ができるまで」をテーマに、水が
できるまでの道のりをバスで見学し
た。

平成20年度も、平成19年度と同様
に実施する。

20年度も、子供や家族連れの来場
者が下水道に親しめる企画内容
で、引き続き開催する予定。子供向
けの講座や工作教室、水質測定体
験など新しい取組みも検討する。

8月5日～7日実施
対象　小学3～6年生とその保護者
定員240名　参加　144名
見学コース　定山渓ダム、豊平峡ダ
ム、水道記念館、藻岩浄水場

フェスタ開催の2日間に限らず、年
間を通じて施設への来館を促すよ
う、イベントの実施や広報活動の充
実を図り、下水道に関する知識に
接してもらえる機会を増やして行き
たい。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

経済局 経済局 経済局 経済局

産業振興部 産業振興部 農務部 農務部

4-1 4-1 4-1 4-1

親子ものづくり教室 子ども映像制作ワークショップ  サッポロさとらんど農業体験学習 子ども体験農園

技能労働の現場における人材確
保・育成、熟練技能の継承を目的と
して、小学校等を会場に、技能の大
切さ、素晴らしさの啓蒙・普及につ
ながる講座を実施する。

ショートフィルムの産業化に向けた
底辺の拡大策として、小学生向け
の映像言語の教育やショート・フィ
ルム制作のワークショップを札幌国
際短編映画祭の一環として開催す
る。

将来を担う市内小学生を対象に、
農業体験交流施設（サッポロさとら
んど）を利用して、農業体験学習を
通じ「食と農の関わり」への知識や
理解を深めると共に、農業の大切さ
と魅力、農業・農村の果たしている
役割について学びながら、「食育」
の重要性を認識してもらう。

子どもたちに体験農園の場を提供
し、自分たちで育てた野菜を自分た
ちで収穫して食するなどの体験を
通じて、「食」と「農」の大切さを学ん
でもらう。

【実施回数・参加者数】 【参加人数】 【参加人数】 【参加人数】

15年度：３回・90人 18年度：100人 17年度：8,000人 18年度：50人

21年度：４回・120人 20年度：150人 21年度：50,000人 21年度：100人

4回・101人 【17年度新規事業】

4回・114人 【18年度新規事業】 9,230人

4回・136人 111人 77,483人 【19年度新規事業】

4回・122人 2回・40人 141,000人 196人
熟練技能の大切さ、素晴らしさの啓
蒙・普及につながる講座として、「親
子ものづくり教室」を実施した。

実施日（場所）：
①平成19年10月20日(札幌市産業
振興センター）
②平成19年11月10日（経専調理製
菓専門学校）
③平成20年1月12日（札幌市産業
振興センター）
④平成20年2月2日（札幌市産業振
興センター）
参加対象者：市内の小学校に通う3
～6年生とその親
参加者数：延べ122名

札幌地方職業能力開発協会への
事業委託により実施
協力団体
①北海道美容理容技能者の会
②札幌洋菓子協会
③札幌タイル・煉瓦工事組合
④日本建築大工技能士会札幌支
部

札幌在住の映像制作者であり、札幌国際
短編映画祭のスタッフでもある島田英二監
督が中心となり、札幌市宮の森小学校で先
生と生徒が参加するワークショップを実施し
た。
★主催：宮の森小学校PTA「お父さんの
会」、SAPPORO ショートフェスト実行委員会
★協力：地域こどもネットワーク「みんなの
森」、インタークロス・クリエイティブ・セン
ター、Lapt
★場所：宮の森小学校視聴覚室（3F）
★対象：宮の森小学校の児童
★人数：20名
★開催日時（２週連続）
第一回「モンタージュ作品を撮ってみよ
う！」
　● 7/14（土）9:00 ～ 12:30
　・「みる」から「つくる」へ『モンタージュ』って
何？
　・「脚本」を考えよう
　・映像を撮影してみよう
　・映像の撮影のコツ
　・各自の感想記入、次回「編集」の導入
第二回「モンタージュ作品を編集しよう！」
　● 7/21（土）9:00 ～ 12:30
　・編集の考え方、編集のコツ
　・編集してみよう
　・クレジットを入れよう
　・鑑賞会　出来上がったみんなの映画を
見てみよう
　・どこが良いところか、どこを直せば良くな
るかみんなで考えてみよう
　・クロージング＆ショートフィルム上映

　さとらんど内水田を利用し、小学
生を対象とした総合学習を実施し
た。
　札苗小、東光小などが６校３，３１
３人が参加し、田植え、田圃の生き
物観察、稲刈り、もちづくりなどを体
験した。
　その他、小学生限定ではないが、
ビニールハウスや農園での収穫体
験、ジャガイモ４日間コース、大豆４
日間コース、手づくりバター・アイス
クリーム体験など小学生を含む親
子、一般市民を対象とした農体験
のメニューを常時提供している。

平成19年度は、既存の2ヶ所に加
え、第3選挙区の清田区真栄地区
も開設し、計3ヵ所で体験農園事業
を行った。今回は、地域の子ども会
等と連携して開催し、農業委員の
指導による野菜の栽培（原則として
無農薬、有機肥料栽培）や収穫体
験等を通じて食育活動を展開した。
実施機関
　平成19年5月～9月
参加者
　屯田　屯田太鼓、屯田北児童会
館の小学生47人
　丘珠　東区子ども会の親子100人
　真栄　清田区子ども会の親子49
人
収穫した野菜
　ジャガイモ、タマネギ、トウモロコ
シ、エダマメ

技能労働の現場では、事業内職業
訓練校における訓練生の確保が喫
緊の課題となっており、事業対象年
齢を15歳から34歳までの若年者に
見直し、技能者を志す若年者の確
保を目指して、職業訓練校が直接
指導を行う職業体験実習「職人塾」
事業を実施する。

今年度も同方針を継続し、札幌国
際短編映画祭の一環としてワーク
ショップを開催する。

１９年度とほぼ同様の企画を実施
する

平成19年度の3か所を体験農園を
継続して開設し、地域の子ども会等
と連携しながら運営している。
参加者
屯田　屯田太鼓、屯田北児童会館
の親子35人
丘珠　東区子ども会の親子85人
真栄　清田区子ども会の親子51人

親子ものづくり教室は平成19年度
を持って廃止。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

子ども未来局 観光文化局 観光文化局 子ども未来局

子ども育成部 スポーツ部 スポーツ部 子ども育成部

4-1 4-1 4-1 4-1

さっぽろ少年６団交流事業
友遊KiD`Sランド

国際親善ジュニアスポーツ
姉妹都市交流

札幌カップ国際アイス
ホッケー競技大会

国際ユースネット21補助事業

市内で活動する少年６団体（子ども
会、ボーイスカウト、ガールスカウ
ト、スポーツ少年団、鉄道少年団、
海洋少年団）の相互交流や加入促
進を目的に、一般の子どもたちにも
広く参加を呼びかけ、団体の日頃
の活動の発表や各種体験コーナー
などを実施する。

各姉妹都市の提携記念年に市内
中学生で編成した選手団を派遣す
る。また、提携記念年に該当しない
年には全ての姉妹都市を札幌に招
請し、姉妹都市間の親善を図る。な
お、ノボシビルスク市への派遣につ
いては、提携記念年を２年繰り上げ
て実施する。

青少年の健全育成と国際交流など
を目的として、札幌市の提唱によ
り、北方都市会議参加都市、姉妹
都市に参加を呼びかけ、1989年8
月に第1回大会を札幌市において
開催し、以後、隔年で開催してい
る。

世界各国の青少年を招き、ホーム
ステイ、社会見学や文化交流など
の様々なプログラムを行うことによ
り、道内の青少年との交流を図る。

【来場者数】 【実施回数】 【参加者数】

15年度：3,800人 15年度：年１回 15年度：０人

21年度：4,500人 21年度：年１回 21年度：40人

4,000人程度 1回 1回 24人

5,000人程度 1回 24人

4,500人程度 1回 1回 －－－－－－

4,500人程度 1回 －－－－－－

10月20日（土）に札幌市スポーツ交
流施設「つどーむ」にて実施。
各少年団体が、それぞれの特色を
生かしたコーナーの設置やステー
ジで日頃の活動成果の発表を行っ
た。
　また、この事業を通じて少年団体
相互の交流を行った。

　姉妹都市提携３５周年を迎えた
ミュンヘン市へ男子バスケットボー
ル札幌市選手団を派遣し、ミュンヘ
ン市選抜チームとの試合を行い、
スポーツ交流を行った。

・派遣期間　平成19年8月28日～9
月4日
・札幌市選手団　17人

隔年開催のため19年度は実施せ
ず 17年度をもって廃止

平成20年度は、札幌市スポーツ交
流施設「つどーむ」にて9月6日（土）
に開催を予定している。参加団体
は19年度と同じ。

　ノボシビルスク市（ロシア）に男子
バレーボール札幌市選手団を派遣
し、ノボシビルスク市やシベリア地
方の中学生たちとバレーボールの
試合を行い、スポーツ交流を行っ
た。また、ノボシビルスクでホームス
テイを行うなど市民レベルでの交流
も行った。
　・派遣期間　平成20年6月19日～6
月26日
　・札幌市選手団　16人

20/8/8～8/10の日程で実施済み
参加都市は、
エドモントン市（カナダ）
ブランドン市（カナダ）
ノボシビルスク市（ロシア）
の３都市

20年度を最後に廃止の予定
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

環境局 環境局 教育委員会 観光文化局

環境都市推進部 環境都市推進部 生涯学習部 スポーツ部

4-1 4-1 4-1 4-1

環境プラザにおける
環境学習の機会の提供

新エネルギー教室 司法教育の推進
ファイターズ屋内練習場

市民開放事業

環境教育の拠点施設である環境プ
ラザから、環境学習の機会等を提
供する。
環境プラザを通じて、環境問題を正
しく理解し、かつ行動を喚起するこ
とにより、環境に配慮した行動が普
及・定着することを目標とする。

次世代を担う小学生を対象に、地
球温暖化問題等や各新エネルギー
について、わかりやすく解説した
「新エネルギー勉強会」と太陽光発
電を実際に体験する「ミニソーラー
カー工作教室」を組み合わせた事
業を実施する。

司法制度への関心を高め、司法教
育を充実させるため、学校教育等
における司法に関する学習機会の
提供を図る。

北海道日本ハムファイターズの屋
内練習場の少年野球を中心とした
市民開放を促進するため、施設を
借上げて運営・管理を行うＮＰＯ法
人に対して補助を行う。

【18年度新規事業】

6校

環境プラザの役割や展示物などの
説明を行うとともに、環境問題を正
しく理解し環境に配慮した行動を率
先して実行へ移すための普及啓発
を行っている。
小中学校総合学習見学：26件

北海道経済産業局が募集した新エ
ネルギー教室へ応募したが、選考
から外れたため、19年度は実施し
ていない。

　資料館の施設機能（法と司法の
展示室、刑事法廷展示室等）を活
用し、法と司法に関する学習を推
進。
・市立高校生を対象とした模擬裁判
・親子法律講座
・学校の社会見学への対応

NPO法人北海道野球協議会が北
海道日本ハムファイターズから借り
上げたもののうち、少年野球対象
に貸し出した場合の借上げ科相当
額を同法人に対し補助した。

利用日数：89日（小中学生利用分）
利用区分数：136区分
　　　　　　　　　　　（小中学生利用
分）

市内4校程度で風力発電に係る新
エネルギー教室を実施する予定。

事業が定着化したことから、19年度
に引き続き同様の事業を実施する
予定である。

過去実績を勘案し、補助上限金額
を減額し実施する。

H18 年度より指定管理者制度で運
用
（指定管理者：（財）札幌市青少年
女性活動協会）

法及び司法に関する学習機会の提
供等については、指定管理者の管
理業務に含めている。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

観光文化局 消防局 市民まちづくり局 保健福祉局

文化部 予防部 都市計画部 総務部

4-1 4-1 4-1 4-2

 芸術体験キッズプロジェクト事業 「教えて！ファイヤーマン」事業
市民との協働による

都市計画制度普及事業（一部）
ボランティア体験事業

舞台芸術の普及振興と子どもたち
の創造性を高めるため、教育文化
会館において専門家によるアート
講座・ワークショップを開催し、大人
とともに舞台芸術を学び、その成果
を発表したり、芸術の森の美術館、
クラフト工房等の各施設の特性を
活かして、子供たちが美術、工芸、
音楽などのさまざまな芸術を楽しみ
ながら体感する事業を行う。

　小学４年生の児童を対象として、
第一線で働いている消防職員が小
学校の教壇に立ち、消防に関する
知識を教えるほか、煙からの避難
や119番通報、消防隊が災害現場
で使用する資機材に触れてもらう
等の体験を通じて、消防の仕事に
対する興味・関心を高め、その役割
を理解してもらうと共に「命の尊さ」
を伝えることを目的とする。

将来のまちづくりを担う子どもたち
の育成に向け、子ども向け都市計
画普及本「ミニまち」（さっぽろのま
ちがわかる小さな本）を発行、配布
していくとともに、「ミニまち」を活用
した講座等を各小学校などで実施
する。

ボランティア活動の振興を図るた
め、札幌市社会福祉協議会が実施
するボランティア体験事業に対し
て、補助を行う。

講座等受講者数 【参加者数】

19年度：200人 15年度：523人

21年度：800人　

413人

490人

【19年度新規事業】 301人

市立小学校 203校 438人 475人

子どものための「オペレッタ」ワーク
ショップと、成果発表公演を実施し
た。また、アウトリーチ活動としてお
出かけコンサートも実施した。
<ワークショップ>
■場所:教育文化会館
■会期:平成19年9月～平成20年2
月(毎週土曜日)
■実施回数:25回
■対象:小学校4年生以上～中学生
■受講者数:35人
<発表公演>
■場所:教育文化会館
■期日：平成20年1月14日
■鑑賞者数:305人
入場料:300円(中学生以下無料整
理券配布)
■参加料:一ヶ月3000円
<お出かけコンサート>
■場所:社会福祉法人羊ヶ丘養護
園
■期日:平成20年2月3日
■鑑賞者数70人

・職員の体験談の他、スライド画像
を使用して「消防の仕事」を分かり
やすく説明。
・１１９番通報の模擬体験、煙の中
からの避難体験、水消火器による
消火体験。
・災害現場で使用する資機材等の
展示、着装体験。
・小学校に設置されているＡＥＤ（自
動体外式除細動器）の取扱い方法
の説明。

　「ミニまち」を各小学校等に配布す
るとともに、下記のとおり「ミニまち」
活用講座等を実施した。

・平成19年7月13日
　市役所屋上からの街並み案内実
施（厚別通小学校3年生88名）
・平成19年8月23日
　ＪＲタワー展望室からの街並み案
内①実施（屯田北小学校3年生125
名）
・平成19年9月8日
　地域公開授業における「ミニまち
講座」①実施（上野幌東小学校4年
生28名）
・平成19年11月27日
　あいの里まちづくり講座実施（あ
いの里東小学校4年生65名）
・平成20年2月12日
　ＪＲタワー展望室からの街並み案
内②実施（西野小学校3年生60名）
・平成20年2月13日
　「ミニまち」講座②実施（あいの里
東小学校3年生72名）

様々なボランティア活動をメニュー
から選んで体験できるようし、市民
がボランティア活動に取り組む機会
の充実を図った。

〔対象〕小学生以上の市民
〔期間〕通年
〔受入先〕266施設・団体
〔参加者〕475人

平成19年度と同程度を予定。 ・市立小学校203校で実施予定。 　平成20年6月、再度市内全小学校
に活用事業を周知し、19年度に引
き続き希望校等への講座等を実施
する予定。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局

子ども育成部 子ども育成部 子ども育成部 子ども育成部

4-2
（再掲 3-1）

4-2 4-2 4-2

子ども議会
さっぽろ夢大陸

「大志塾（仮称）」事業
札幌市少年リーダー養成研修 少年国際交流事業

未来を担う子どもたちに札幌のまち
づくりについて考えてもらい、市政
への参加と理解を促進する機会と
するとともに、子どもが主体となる
議会とし、議会を通じて子どもの権
利条約の意見表明権などを体現す
る場として、権利条約について市民
への啓発、議論の喚起を促す。

サッポロさとらんど内の未整備地を
会場に、子どもたちの自主性や創
造性などを育むため、子どもたち自
らが希望する活動内容の立案や準
備を行い、グループで協力しながら
継続的に取り組む参加型の体験活
動事業を展開する。

青少年の健全育成を推進するうえ
で、地域において大きな役割を果た
す子ども会活動を円滑に進めるた
め、子ども会活動の中心役としてふ
さわしい知識と技能を持った少年
リーダーを育成する。

子どもたちの自主性を育み国際的
視野を広げるため、ノボシビルスク
市（ロシア）及びシンガポール共和
国との相互交流事業において、参
加者が意見や課題を持って取り組
むプログラムを実施する。

【参加者数】 【対象者数】 【研修受講者数】 【参加者数】

15年度：65人 15年度：48人 15年度：1,318人 14年度：64人

21年度：70人 21年度：200人 21年度：1,500人 21年度：80人

69人 57人 1,250人 35人

66人 137人 1,350人 48人

55人 186人 1,203人 74人

50人 167人 1,158人 70人

・市内の小学5年生から高校2年生
の子ども議員が、5つの委員会（委
員会の名称は子ども議員が設定）
に分かれて、札幌市に対しての提
案を行い、市長をはじめ、副市長・
関係局長等が答弁をした。
・子ども議員のほか、子どもたちの
活動をサポートする大学生6人もス
タッフとして参加した。

○提案のための委員会7回
・実施日　平成19年10月～12月

○本会議
・実施日　平成19年12月27日（木）
・場所　札幌市議会議場
・主な提案
「札幌のおサイフ、財政のPR」
「レジ袋を減らすこと」
「学校におけるいじめの対策」
「家族のふれあい農業体験」
「雪の時間、防災キャンペーン」

　子どもたちの自主性、創造性、協
調性などを育むために、子どもたち
自らが活動の計画や準備を行い、
互いに相談・協力しながら継続的な
体験活動を行う参加型事業。
活動期間：夏期（5月から9月までの
土曜日8回実施）
対象：市内の小学生
活動場所：サッポロさとらんどの一
部（整備計画のない休遊地）・さとら
んど交流館など
※子ども村づくり活動、ｷｬﾝﾌﾟ等
第1回：ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ
第2～6回：村づくり活動
第7回：村づくり活動、子ども村まつ
り、ｷｬﾝﾌﾟ
第8回：収穫祭

高校生以上を対象とし、ジュニア
リーダー上級研修を７回実施。その
内１回は全市合同研修を実施し
た。また、各区でも６回から７回ジュ
ニアリーダー養成・初級・中級を
行った。（全区計62回）。

ノボシビルスク少年交流事業：
平成19年7月23日より7月30日の日
程で、ノボシビルスク市から派遣さ
れた少年少女10名のホームステイ
の受入を行った。受入にあたって
は、交流事業の効果を一層高める
ため、児童会館でのプログラム等、
参加者以外の子ども達との交流の
機会を設定した。

シンガポール少年少女交流事業：
平成19年8月1日から8月11日まで
シンガポールへ中学2年生14名を
派遣した。団員はシンガポール団
員の家庭にホームステイし、中学校
体験入学や施設見学等の交流プロ
グラムを体験した。派遣にあたって
は事前研修を行い、シンガポール
の概要、環境政策などについて取
り上げた。団員はグループごとに研
修の課題を決め、現地で調査した。

　事業終了後には、両交流事業の
参加者による事業報告会を行っ
た。

・平成20年度も、平成19年度と同様
に実施する。

引き続き、子どもたちの自主性、創
造性、協調性などを育むために、継
続的な体験活動を実施する。

平成20年度は、下記の研修を予定
している。
本部上級研修：計7回
各区養成・初級・中級研修：計61回

ノボシビルスク：
中学1年～高校2年の少年少女10
名をノボシビルスク市に派遣

シンガポール：
中学３年生の少年少女14名をシン
ガポールから受入

両事業とも隔年で派遣・受入を実
施。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

子ども未来局 子ども未来局 交通局 経済局

子ども育成部 子ども育成部 事業管理部 産業振興部

4-2 4-2 4-2
4-2

（再掲 4-1）

子どもワンダーランド事業
こどものまち

「ミニさっぽろ」事業
サタデー・テーリング 子ども映像制作ワークショップ

留学生らや外国出身の子どもたち
との交流を通じて、互いの文化・習
慣・考え方の違いを体験することに
より、国際感覚を身に付け、国際親
善の大切さを学ぶ機会を提供する
「子どもワンダーランド事業」を17年
度新たに実施する。

市内の小学生が、子どもの街であ
る「ミニさっぽろ市」の市民となり、
そこで働き給料を得て、お店で買い
物や食事をすることができるなどの
社会生活体験事業を実施。

子どもたちが自主的に「ふるさと札
幌」を学習して歩く手助けとなるとと
もに、公共交通機関の便利さや快
適さを学んでもらい、併せて交通マ
ナーを身につけてもらうことを目的
に、小学校4～6年生を主な対象と
した市内34か所のポイントを回るス
タンプラリーを実施する。

ショートフィルムの産業化に向けた
底辺の拡大策として、小学生向け
の映像言語の教育やショート・フィ
ルム制作のワークショップを札幌国
際短編映画祭の一環として開催す
る。

【参加者数】 【参加人数】 【参加人数】

１７年度：300人 18年度：3,440人 18年度：100人

21年度：300人 22年度：5,000人 20年度：150人

【17年度新規事業】

237人 【18年度新規事業】

5,429人 【19年度新規事業】 111人

5,577人 4,428人 2回・40人

　外国出身の子どもたちや留学生
との交流を通じて、互いの文化・習
慣・考え方の違いを体験し、国際感
覚の育成と、国際親善の大切さを
学ぶ機会を提供する事業を行う団
体への助成（上限10万円）を行っ
た。
平成19年度は計15団体に助成。

対象：市内の小学生・中学生

　【開催概要】
主催：ミニさっぽろ2007実行委員会
　　　　　札幌市・札幌市民憲章推進
会議・
　　　　　（財）北海道体育文化協会
　　　　　（財）札幌市青少年女性活
動協会
日時：平成19年9月29日（土）～30
日（日）
場所：月寒アルファコートドーム
（旧月寒グリーンドーム）
　　　　　豊平区月寒東3条11丁目
対象：札幌市内に住む小学校3年
生及び4年生
参加人数：２日間計　4,428名

【前期】
スタンプ対象施設　34カ所
参加者 　30,359名

【後期】
スタンプ対象施設　34カ所
参加者　　19,923名

札幌在住の映像制作者であり、札幌国際
短編映画祭のスタッフでもある島田英二監
督が中心となり、札幌市宮の森小学校で先
生と生徒が参加するワークショップを実施し
た。
★主催：宮の森小学校PTA「お父さんの
会」、SAPPORO ショートフェスト実行委員会
★協力：地域こどもネットワーク「みんなの
森」、インタークロス・クリエイティブ・セン
ター、Lapt
★場所：宮の森小学校視聴覚室（3F）
★対象：宮の森小学校の児童
★人数：20名
★開催日時（２週連続）
第一回「モンタージュ作品を撮ってみよ
う！」
　● 7/14（土）9:00 ～ 12:30
　・「みる」から「つくる」へ『モンタージュ』って
何？
　・「脚本」を考えよう
　・映像を撮影してみよう
　・映像の撮影のコツ
　・各自の感想記入、次回「編集」の導入
第二回「モンタージュ作品を編集しよう！」
　● 7/21（土）9:00 ～ 12:30
　・編集の考え方、編集のコツ
　・編集してみよう
　・クレジットを入れよう
　・鑑賞会　出来上がったみんなの映画を
見てみよう
　・どこが良いところか、どこを直せば良くな
るかみんなで考えてみよう
　・クロージング＆ショートフィルム上映

平成20年度は計20回実施予定。
（交付決定団体15団体：2008.8.21
現在）

市内の小学3～4年生を対象とし、
アクセスサッポロ（白石区流通セン
ター4丁目）にて平成20年10月4日
（土）～5日（日）の日程で開催を予
定している。

【前期】
実施期間（4～9月）
スタンプ対象施設　30カ所
参加予定人数　　30,000名
【後期】
実施期間（10～3月）
スタンプ対象施設　30カ所
参加予定人数　　20,000名

今年度も同方針を継続し、札幌国
際短編映画祭の一環としてワーク
ショップを開催する。

開始当初は完全自主事業として実
施。平成18年度は地域のイベントと
共催して実施することにより参加者
数が飛躍的に増加。平成19年度か
らは助成事業として企画の段階か
ら市民のアイディアを生かした形で
の事業を展開している。

20年度継続事業
20年度より、スタンプ対象施設が34
カ所から30カ所へ変更
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

保健福祉局 保健福祉局 子ども未来局 保健福祉局

保健所 健康衛生部 子ども育成部 保健所

4-3 4-3
4-3

（再掲 3-3）
4-3

思春期ヘルスケア事業 思春期ヘルスケア事業
子どもアシストセンター

相談・指導事業
若者の性に関する
知識の普及啓発

小・中・高校生を対象として、自らの
健康問題を主体的に解決する能力
を育てるとともに、健全な父性・母
性の育成を図るために、保健セン
ターの専門職が学校に出向き「性
等に関する健康教育」を行うほか、
保健センターにおいて乳幼児とふ
れあう「体験学習」を行う。

小・中・高校生を対象として、自らの
健康問題を主体的に解決する能力
を育てるとともに、健全な父性・母
性の育成を図るために、保健セン
ターの専門職が学校に出向き「性
等に関する健康教育」を行うほか、
保健センターにおいて乳幼児とふ
れあう「体験学習」を行う。

思春期の子どもの様々な課題に対
処するために、電話・面談による相
談や街頭における巡回指導などを
実施する。

望まぬ妊娠や性感染症の予防を一
層推進するため、産婦人科等の関
係機関との連携により、人工妊娠
中絶経験者・性感染症罹患者に対
する予防知識の普及啓発を図ると
ともに、相談体制を充実する。

【ふれあい体験学習事業の
実施校】

【未成年者の喫煙率】
（15～19歳）

【相談・指導件数】　相談
【10代の人工妊娠中絶率】

（人口千対）

13年度：１校 12年度：15.8％ 15年度：2,363件 12年度：24.0

24年度：増やす 24年度：なくす 24年度：なくす

5校 1,641件 （15年度：19.7）

2校 1,781件 （16年度：17.3）

1校 3,960件 （17年度：15.2）

0校 5.5% 3,022件 （18年度：14.4）

1　授業支援事業
保健センターの専門職が授業の一
環として生命誕生等についての健
康教育を実施
実施校数：72校
実施回数：107回
実施人数：14.125人

2　ふれあい体験学習事業
保健センターにおける各種母子保
健事業の機会を活用し、乳幼児と
のふれあいや妊婦体験等を含めた
体験学習を実施
実績なし

○相談
思春期の子どもやその保護者の身
近な相談機関として、電話・メール・
面談による相談を実施した。
相談内容は、学校生活、不登校、
家庭生活、個人的な悩み、不良行
為等、多岐に渡っている。

月曜～金曜　9：00～17：00

○指導
喫煙や怠学など子どもの問題行動
に早期に対応するため、駅・バス
ターミナル・繁華街などを巡回して
指導にあたり、子どもが抱えている
悩みを少しでも解消できるよう、子
どもとの対話に努めている。
また、札幌市学校教護協会と連携
をはかり、市内中心部の合同巡回
指導を実施している。

月曜～金曜　午前と午後の1日2回

1　人工妊娠中絶･性感染症の予防
に
関する保健指導の実施
医療機関による指導・相談：6.242
件
保健センターによる相談：95件

2　普及啓発
大学･専門学校の学生及び児童、
生徒の
保護者等への普及啓発
実施回数：41回
実施人数：3.435人

3　職員研修の実施
平成19年11月29日開催　参加者
22名

19年度と同様の内容で実施

19年度と同様の内容及び学生との
意見交換会の開催を予定

ふれあい体験学習については、児
童、生徒が保健センターに出向い
て学習するということで利用学校が
減少してきており、他部局の事業の
との連携も含め今後検討していく必
要がある。

その他の設定指標

その他の設定指標

その他の設定指標

【相談・指導件数】　指導

初期値（掲載） 15年度：3,070件

目標値

3,171件
2,970件
2,882件

3,016件⑲実績値

指標

⑯実績値

⑰実績値

⑱実績値

 【避妊法を 正確に 知っている 人（16～19歳）】

初期値（掲載） 12年度：28.0％

目標値 24年度：100％
42.2%

 【正しい性感染症の知識を 持つ人（16～19歳）】

初期値（掲載） 12年度：4.6％

目標値 24年度：100％
6.0%

⑱実績値

指標

⑱実績値

指標

 【未成年者の喫煙率】（15～19歳）

初期値（掲載） 12年度：15.8％

目標値 24年度：なくす
5.5%

 【未成年者の飲酒率】（15～19歳）

初期値（掲載） 12年度：38.9％

目標値 24年度：なくす
22.0%

 【避妊法を 正確に知っている 人】（16～19歳）

初期値（掲載） 12年度：28.0％

目標値 24年度：100％
42.2%

 【正しい性感染症の知識を 持つ人】（16～19歳）

初期値（掲載） 12年度：4.6％

目標値 24年度：100％
6.0%

 【薬物への正しい知識を 持つ人】（16～19歳）

初期値（掲載） 12年度：22.3％

目標値 24年度：100％
18.4%

⑱実績値

⑱実績値

指標

指標

⑱実績値

指標

⑱実績値

指標

⑱実績値

指標

【10代の人工妊娠中絶率】
（人口千対）

初期値（掲載） 12年度：24.0

目標値 24年度：なくす

（15年度：19.7）

（16年度：17.3）

（17年度：15.2）

（18年度：14.4）

指標

⑯実績値

⑰実績値

⑱実績値

⑲実績値
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

保健福祉局 保健福祉局 教育委員会 教育委員会

保健福祉部 保健福祉部 生涯学習部 総務部

4-3
（再掲 3-3）

4-3 4-3 4-3

思春期特定相談事業
思春期精神保健
ネットワーク会議

家庭教育学級事業
楽しさとゆとりのある

給食推進事業

心の問題に悩んでいる青少年（概
ね12～20歳）や家族に対して、電話
や面接による相談を行うとともに、
青少年に携わる専門職に対して、
コンサルテーション（指導・助言）や
研修会、講演会を企画する。

思春期（概ね12～20歳）の精神保
健に携わる保健福祉・医療・教育・
司法の各関係機関が、相互に情報
交換を行うとともに、複雑困難ケー
スについて検討を行うなど、思春期
精神保健対策の円滑な推進を図る
ことを目的として開催する。

家庭における教育力の向上を図る
ため、家庭教育の知識・子どもの心
理の理解・親の役割などについて、
相互に計画的・継続的に学習する
場として開設する。

近年の生活環境の変化や食環境
の変化など将来的かつ今日的な課
題を踏まえ、学校給食のより一層
の充実のために、食事環境の整
備、献立内容の充実、家庭との情
報交換による連携強化の推進など
を主な内容として実施する。

【相談件数】　電話相談 【開設学級数】 【食事環境整備校数】

14年度：321件 15年度：180学級 15年度：246校

21年度：210学級 17年度：305校

264件 196学級 279校

377件 200学級 305校

357件 206学級 305校

372件 210学級 305校

1.電話相談：372件
2.来所相談：118件
3.コンサルテーション：13件
4.研修会「こどもから話をどう聞く
か」
　日時：平成19年9月10日
　対象者：保健・医療・福祉・教育・
司法・矯正教育関係職種
　参加人数：80名

会議開催1回（平成19年9月10日） 　家庭における教育力の向上を図
るため、幼稚園・小学校・中学校の
PTAに事業を委託し、家庭教育学
級を開設している。

開級数
・幼稚園　30学級
・小学校　143学級
・中学校　37学級

平成9年の札幌市学校給食運営委
員会からの提言を指針として、児童
生徒をとりまく社会や生活環境の変
化等を踏まえ、学校給食のより一
層の充実のため平成11年度を初年
度として「楽しさとゆとりのある給食
推進事業」を実施しており、食事環
境未改善の小・中学校について、
食器の改善及びランチルームの整
備を順次行った。
主な内容は、以下のとおり。
・給食用食器をステンレス製から強
化磁器に改善
・食器保管室及び食器消毒保管庫
等の整備
・ランチルーム用の備品・消耗品の
整備

※未整備だった羊丘中において整
備した

電話相談
来所相談
コンサルテーション

ネットワーク会議開催 幼稚園・小学校・中学校あわせて
205学級で家庭教育学級を開設

整備終了

その他の設定指標

その他の設定指標

【ランチルーム用備品整備状況】

初期値（掲載） 15年度：80％

目標値 17年度：100％

89.2%
99.7%
99.7%
100%

指標

⑯実績値

⑰実績値

⑱実績値

⑲実績値

【相談件数】　来所相談

初期値（掲載） 14年度：114件

目標値

77件
100件

134件
118件

⑯実績値

⑰実績値

⑱実績値

⑲実績値

指標
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

教育委員会 教育委員会 教育委員会 保健福祉局

生涯学習部 生涯学習部 生涯学習部 保健福祉部

4-4
（再掲 4-3）

4-4 4-4 4-4

家庭教育学級事業
学校・地域連携事業

（旧：学校開放地域活動
モデル事業）

学校図書館地域開放事業 福祉読本の発行

家庭における教育力の向上を図る
ため、家庭教育の知識・子どもの心
理の理解・親の役割などについて、
相互に計画的・継続的に学習する
場として開設する。

子どもを豊かに育んでいくための地
域教育力の向上を図り、学校と地
域との連携を図ることを目的とし
て、自然体験学習や社会体験活
動、世代間交流など子ども向けの
プログラムを企画・実施するほか、
地域人材の情報収集と活用、学校
施設利用のあり方の検討などを行
う。

学校の図書室を地域における身近
な文化施設として開放し、子どもや
地域住民の読書活動を盛んにする
とともに、読書を通じて子どもと大
人、大人相互の交流の場を広げ、
地域の教育力向上と子どもの健全
育成を図る。

小学校高学年を対象とした福祉読
本を発行し福祉の啓発を図るととも
に、障がいのある人や高齢者に対
する正しい知識の理解促進を図
る。

【開設学級数】 【実施校数】 【開設校数】

15年度：180学級 15年度：25校 15年度：78校

21年度：210学級 21年度：55校 21年度：96校

196学級 30校 81校（新設3校）

200学級 35校 84校（新設3校）

206学級 40校 87校（新設3校）

210学級 45校 90校（新設3校）

　家庭における教育力の向上を図
るため、幼稚園・小学校・中学校の
PTAに事業を委託し、家庭教育学
級を開設している。

開級数
・幼稚園　30学級
・小学校　143学級
・中学校　37学級

　各運営委員会において、子ども向
けプログラムや地域人材活用等の
事業を実施。
○事業回数　　303回（うち子ども向
けプログラム 216回）
○参加者数　　48,188名
　　内訳）運営側　 4,884名
　　　　　　子ども　30,555名
　　　　　　大人　　12,749名
※主な活動内容：防犯教室、老人
施設交流訪問、種苗植え体験、読
み聞かせ会、公園清掃、授業支援
など。

＜事業の活動内容＞
　図書館の基本的業務（図書の選
定・貸出・管理・環境整備等）。レ
ファレンスサービス、図書の紹介
等、利用者に対する情報の提供。
ボランティアの資質向上のための
研修会。読み聞かせなどによる学
校教育への支援。子どもやおとな
向けの行事の企画・実施。広報活
動。
＜平成19年度実績＞
◎ボランティア数：4,054人
◎延べ開館日数：9,610日
◎延べ貸出冊数：1,065,770冊
◎延べ利用者数：602,205人
◎蔵書数：1,033,511冊

小学校高学年用の福祉読本「バリ
アフリー大研究」の発行。

発行部数１７，０００部

市内の各小学校・養護学校へ配
布。

幼稚園・小学校・中学校あわせて
205学級で家庭教育学級を開設

実施校50校（新規校５校） 新設校３校を追加し、９３校で開設
する

福祉の啓発を図るとともに、障がい
のある人や高齢者に対する正しい
知識の理解促進を図るため、引き
続き福祉読本の発行を行う。
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局

子ども育成部 子ども育成部 子ども育成部 子ども育成部

4-4
（再掲 4-1）

4-4
4-4

（再掲 2-4-4）
4-4

（再掲 2-4-4）

地域ふれあい体験事業 少年団体活動補助事業
児童会館・ミニ児童会館

整備事業
児童会館・ミニ児童会館事業

地域の人々が習得している昔遊び
や工芸、染め物などの伝承文化、
体験談や暮らしの知恵など豊かな
経験を広く子どもたちに継承し、多
様な価値観を身に付けながら主体
的に行動できる青少年の育成を図
る。

市内で活動する少年団体の活動に
対して、一部補助を行う。

放課後児童の健全育成のために、
児童会館や小学校施設内に児童
会館機能を備えたミニ児童会館を
整備する。

児童の文化的素養等を培うため、
児童会館やミニ児童会館におい
て、児童・父母が共に参加できる親
子工作会、スポーツ大会などの各
種つどいやクラブ・サークル活動
（一輪車、卓球、工作など）、野外活
動（キャンプ、ハイキングなど）、自
主活動（自由遊び、各種ゲームな
ど）を行う。

【参加者数】 【団体加入者数】 【整備済施設数】 【利用児童数】

15年度：1,560人 15年度：45,331人 16年度：125館 15年度：2,205,729人

21年度：1,560人 21年度：46,000人 21年度：145館 21年度：2,206,000人

1,000人程度 42,985人 129館 2,264,587人

1,800人程度 129館 2,264,587人

1,400人程度 144館 2,428,211人

1,200人程度 155館 2,501,955人
主に小学校１年生から高校３年生
と、地域の大人たちを対象として、
各区3回、単位子ども会が独自で事
業を実施した。

社団法人札幌市子ども会育成連合
会に対して、3,600,000円の補助を
行った。

・ミニ児童会館11館（大谷地小ミニ、
旭小ミニ、八軒西小ミニ、平和通小
ミニ、新琴似小ミニ、北園小ミニ、東
橋小ミニ、上白石小ミニ、羊丘小ミ
ニ、澄川小ミニ、八軒小ミニ）を整備

※北郷児童会館改築に伴う実施設
計を実施

親子料理教室を食生活改善推進員
協議会のボランティア団体と共催で
実施した。
内容は、健康に関する講話、調理
実習、試食。

参加人数：832人

平成20年度も、平成19年度と同様
に実施する。

社団法人札幌市子ども会育成連合
会に対して、3,600,000円の補助を
行う予定。

161館
（ミニ児童会館６か所整備予定）

※北郷児童会館改築工事実施

2,550,000人
（ミニ児童会館の新設で利用者の
増加が見込まれる。）
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

子ども未来局 子ども未来局 子ども未来局 教育委員会

子ども育成部 子ども育成部 子ども育成部 生涯学習部

4-4
（再掲 2-4-4）

4-4 4-4 4-4

放課後子どもプランの推進 子どもに関する広報・啓発事業 子どもに関する市民学習事業 青少年指導者育成事業

平成19年度に国が創設した「放課
後子どもプラン」を受け、将来的に
は全ての小学校区において、既存
の施設や事業を効果的かつ効率的
に運用しながら、より充実した放課
後の居場所をつくるための事業計
画を策定する。

子どもに関する育成事業や相談窓
口、非行の未然防止等に関する必
要な情報を広報誌等により発信す
ることにより、非行防止に関する啓
発活動を実施する。

子どもの保護者、地域などで育成
に関る人などに、子どもの育成に必
要な知識や情報などを提供するた
め、アシスト講座、アシスト出前講
座及び少年問題を考える研修会を
実施する。

子どもたちの野外活動の指導やさ
まざまな実践活動を支援するボラ
ンティア人材を育成する。

【参加者数】 【登録者数（累計）】

15年度：3,100人 15年度：1,600人

21年度：4,000人 21年度：2,260人

3,032人 1,691人(累計)

3,420人 1,764人

【19年度新規事業】 1,782人 1,824人

1,494人 1,899人

■事業計画（案）の作成
　教育委員会と連携して、「札幌市
放課後子どもプラン（案）」をまと
め、札幌市放課後子どもプラン推
進委員会（札幌市次世代育成支援
対策推進協議会）委員から意見聴
取を行った。
　また、プラン案をより良いものとす
るため、広く市民意見を聴取するた
めのパブリックコメント手続を実施し
た。
  ミニ児童会館整備の優先順位が
低い小学校区における放課後の居
場所づくりの一つとして、「放課後子
ども教室事業（モデル事業）」の20
年度実施に向け取組を行った。

【広報紙「あしすと」】
思春期における様々な問題を抱え
る子どもの保護者に各種事業を紹
介すること、また青少年の健全育
成に係る情報を広く提供することを
目的として、保護者向けの広報紙
「あしすと」を年2回発行し、各小学
校の5～6年の児童、各中学校1～3
年の生徒を通じて、保護者に配布
した。

【相談カード】
子どもに対し、アシストセンターを始
めとした身近な相談機関を周知す
るため、市内の小学4年生・中学1
年生全員に「広報カード」を配布し
た。なお、このカードは区地域振興
課、児童会館等にも配布した。

【その他】
広報ラジオ番組ＳＴＶ「さっぽろ散
歩」に出演（12月）し、子どもアシス
トセンターの各種事業を紹介した。

【あしすと出前講座】
思春期の子どもに関する情報を広
く市民に提供するため、子どもアシ
ストセンターの少年育成指導員が
講師として、ＰＴＡや地域の様々な
団体等を対象に、要請に応じた講
座を実施した。
実施回数：39回

≪野外活動指導員研修≫
　自然の中で野外活動を行う市民
に対し、野外活動の技術等の指導
ができる青年ボランティアを養成
し、その普及と振興を図ることを目
的に実施している。
　受講者：２２人　修了者：１４人

《野外活動指導者基礎講座》
　多くの市民に対し野外活動の基
礎的な知識及び技術を伝えること
により、自然を生かした野外活動の
普及発展及び振興を図ることを目
的に年２回実施している。
　受講者：４３人

《札幌市青少年指導者養成講座》
　高卒以上25歳未満の方を対象
に、グループワークに関して、講義
と実践を行う。1年目は基礎編、2年
目は実践編の内容で実施。
　受講者：18人

■事業計画の策定
■事業計画に基づく事業の実施
・放課後の居場所を確保する取組
ミニ児童会館の新設のほか、放課
後子ども教室モデル事業を実施
・児童会館等の事業内容をより良く
するための取組
学習支援の充実を図るため、「学習
レシピ」の作成、学習図書の購入を
行う。

広報紙「あしすと」については、年2
回の発行を予定。
今年度は、子どもに対する広報に
ついて、９月末に、市内小・中学校
及び高校にポスターを配布する予
定である。市内中学校の全生徒に
対しては、広報用カードも併せて配
布予定である。

平成19年度に引き続き、要請に応
じた講座を実施していく。

平成19年度と同様の内容で実施す
る。

「少年問題を考える研修会」につい
ては、平成16年度をもって終了し
た。
「アシスト講座」については、平成18
年度をもって終了した。
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

子ども未来局 観光文化局 教育委員会 教育委員会

子ども育成部 スポーツ部 生涯学習部 中央図書館

4-4
（再掲 3-2）

4-4 4-4 4-4

青少年育成委員会事業 体育指導委員事業 ＰＴＡ活動の支援事業 子ども向け図書資料の充実

地域における青少年育成を推進す
る担い手として、連合町内会単位に
各地区青少年育成委員会を設置
（90地区・1,800人）し、文化体験・ス
ポーツ大会など青少年に関わる健
全育成事業や地域における環境対
策事業を推進する。

体育指導委員が各地域のスポーツ
団体等と連携を保ちながら、市民の
健康・体力づくりのために事業の企
画・運営及び指導を行うとともに、
市及び各区の体育事業へ参加・協
力する。

青少年の健全育成や、学校、家
庭、地域の連携を推進するＰＴＡの
指導者養成や諸事業についての支
援を行う。

図書館（室）は、子どもたちにとって
も地域の身近な情報拠点として、図
書資料を通して社会・文化・知識・
市民生活等への関心や教養を深
め、また、必要とする情報を提供す
る施設であることから、必要な図書
資料の充実を図る。

【セミナー参加者数】 【蔵書冊数】

15年度：873人 15年度：515,842冊

21年度：1,050人 21年度：540,000冊

1,039人 522,090冊

678人 534,454冊

90,517冊（中央図書館）

564,961冊
１　青少年育成委員会が各地区で
以下の事業を実施した。
〇社会参加の場や多様な体験機
会の提供
　スポーツ(地区運動会等)、文化・
芸術(音楽会、百人一首等)、レクリ
エーション(三世代交流会等)　など
〇安全・安心の環境づくり
　地域安全パトロール、地域安全
マップづくり　など
〇研修会・学習会
　 区又は地区青少年育成委員会
委員研修の開催、関係団体等が実
施している研修会への参加　など
〇広報啓発活動等
　 広報紙の作成・回覧、地区懇談
会・講演会の開催　など

２　青少年育成委員会の活動を市
民に周知するため以下のことを
行った。
〇「青少年育成委員会活動事例
集」を発行(11月)
〇青少年育成委員会パネル展の
開催(1月)
〇広報ラジオ番組ＳＴＶ「さっぽろ散
歩」への出演(1月)　など

体育指導委員が企画･運営･協力し
各種スポーツイベントを各区で開催
《スポーツイベント･開催日･(区)》※
抜粋
・中央区ウインタースポーツフェスタ
in大倉山　2/9～10(中)
・北区スノーホッケー大会　2/2(北)
・東区民登山会　9/9(東)
・しろいし区民ふれあい健康マラソ
ン大会　9/30(白)
・厚別区少年少女ドッジボール大会
2/17(厚)
・豊平区民てくてくウオーキング
5/20(豊)
・白旗山フェスティバル　10/8(清)
・豊平川ウオッチング　9/22(南)
・西区長杯バドミントン大会　11/11
（西）
・スポーツレクリェーション祭
9/9(手)

１　札幌市PTA協議会補助
２　札幌市私立幼稚園PTA連合会
補助

前年同様の限られた予算を、より質
の高い図書資料の購入に充てるこ
とで資料の充実を図りながら各館
において図書資料の購入を行なっ
た。

平成19年度に引き続き地域の青少
年健全育成事業を推進する。また、
青少年育成委員会の活動内容を広
く市民に周知するために、広報の方
法について工夫していく。

平成19年度と同様の内容で開催予
定

引き続き補助を継続する 引き続き充実に努める。

平成20年４月1日に青少年育成育
成委員会委員の一斉改選を行っ
た。
※委員の任期：平成20年４月１日
～平成23年３月31日
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

環境局 教育委員会 教育委員会 教育委員会

みどりの推進部 生涯学習部 生涯学習部 生涯学習部

4-4 4-4 4-4 4-4

市民スキー山及びスケート場
設置運営補助事業

青少年科学館管理運営事業 野外教育施設管理運営事業 青少年施設管理運営事業

小・中学生の健全育成を図るため、
町内会等が冬期間のレクリエーショ
ンの場として設置するスキー山、ス
ケート場の造成・運営に要する経費
の一部を助成する。

日進月歩の科学技術と未来社会に
対応するため、青少年の科学に対
する関心を高めるとともに、科学す
る心を培い、創造性豊かな青少年
の育成を目的として各種事業を実
施する。

札幌市の恵まれた自然を生かした
自然体験活動施設である、国営滝
野すずらん丘陵公園内の青少年山
の家と支笏洞爺国立公園内の定山
渓自然の村において、青少年の野
外活動に関する様々な事業を実施
する。

青少年の健全な育成などを目的と
して青少年センターや勤労青少年
ホーム（５館）において、各種講座
やサークル活動の支援・指導、相
談業務、青少年のグループ活動の
場の提供などを行う。

【観覧者数】 【利用者数】 【利用件数】

15年度：362,066人 15年度：41,872人 15年度：16,754件

21年度：388,000人 21年度：75,000人 21年度：18,000件

306,975人 45,854人 16,907件

359,959人 47,602人 17,114件

292,854人 49,357人 18,248件

351,645人 54,626人 17,686件

・市民スキー山　1カ所（東区新生公
園）
・市民スケート場　１カ所（東区新生
公園）
・市民スキー山・スケート場利用者
延べ約8,000人

　青少年科学館は、青少年の科学
に対する関心を高め、科学する心
を培い、創造性豊かな青少年を育
成することを目的として、昭和５６年
に開館した。
　展示は、青少年が気軽に利用し
ながら、科学技術について正しい理
解ができるように配慮されている。
　また、知的・創造的な遊びの場と
して興味を誘うよう、各展示物は島
状に配した探索型で、見学者が自
由に好きな展示物に触れ合えるよ
うに展示されている。

《青少年山の家》
　平成元年９月、大型の野外教育
施設として国営滝野すずらん丘陵
公園内開設し、滝野の豊かな自然
環境はのびのびとした野外教育活
動や自然探求などの学習条件に恵
まれ、登山・ハイキング・歩くスキー
等のスポーツ活動も楽しめる。
　利用者数：３９，９８９人

《定山渓自然の村》
　子供から高齢者までの幅広い年
齢層の市民が家族や小グループで
利用できる「市民開放型施設」、多
様な自然体験や野外活動を行うこ
とのできる「自然体験型生涯施設」
を目指した野外教育施設として開
設。
　利用者数：１４,６３７人

　青少年センター、勤労青少年ホー
ムにおいて、各種講座の開催や
サークル活動の支援、相談業務、
交流事業、社会参加活動などを実
施。

　事業廃止 継続して実施する。 平成19年度同様の内容で実施す
る。

　平成20年3月に力学系展示物をリ
ニューアルしたことにより、物体の
運動などの力学の仕組みを、これ
まで以上に楽しみながら体験した
り、自由に学んだりすることができ
るようになった。

両施設とも利用者数の増加に係る
ＰＲ活動に努める。
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

教育委員会 教育委員会 教育委員会 教育委員会

中央図書館 学校教育部 学校教育部 総務部

4-4 4-5 4-5
4-5

（再掲4-3）

（仮称）札幌市子どもの読書
活動推進計画策定

札幌市幼児教育
振興計画策定

札幌市教育推進計画
策定事業

楽しさとゆとりのある
給食推進事業

すべての子どもがあらゆる機会と
場所において、自主的な読書活動
ができる環境整備を推進するた
め、平成17年度を目途に「子どもの
読書活動の推進に関する法律」の
目的・基本理念に沿った総合的な
計画を策定する。

少子化、都市化、核家族化など幼
児や家庭をとりまく社会環境の変化
に対応するため、幼稚園における
①幼児教育機能の充実②預かり保
育※等保育機能の充実③教育相
談等子育て支援の強化④保育所
や小学校等との連携などに関する
新たな教育計画を平成17年度を目
途に策定する。

一人ひとりの個性や特性を伸ばし、
21世紀を担う、新しい時代を創造す
る子どもたちを育むために、主に義
務教育を対象にした中長期的な推
進計画と、その実行プログラムを策
定する。

近年の生活環境の変化や食環境
の変化など将来的かつ今日的な課
題を踏まえ、学校給食のより一層
の充実のために、食事環境の整
備、献立内容の充実、家庭との情
報交換による連携強化の推進など
を主な内容として実施する。

【食事環境整備校数】

15年度：246校

17年度：305校

279校

305校

305校

305校

札幌市子どもの読書活動推進計画
は、札幌市子どもの読書活動推進
連絡会を通じて各部局の事業実施
についての情報共有に努めてい
る。
図書館においては、従来からの子
どもの読書に対する支援等の事業
を継続するほか、再利用図書の団
体譲渡を行った。

平成17年12月、札幌市の幼児教育
の進むべき方向性を示す、「札幌市
幼児教育振興計画」を、平成18年
12月にはこれを計画的かつ段階的
に検討するために、「札幌市幼児教
育振興計画アクションプログラム」
をそれぞれ策定した。
これらの方向性に基づき、札幌市
幼児教育センターの設置、私立幼
稚園と連携した運営、市立幼稚園
の研究実践園化と各区１園化など
を柱とした具体的な取組を示した実
行計画として、平成20年2月に「札
幌市の幼児教育振興を図る新たな
しくみづくり」を、パブリックコメントや
住民説明などを経て策定した。

札幌市教育改革進捗管理会議開
催　平成19年9月21日（金）
平成20年3月24日（月）

平成9年の札幌市学校給食運営委
員会からの提言を指針として、児童
生徒をとりまく社会や生活環境の変
化等を踏まえ、学校給食のより一
層の充実のため平成11年度を初年
度として「楽しさとゆとりのある給食
推進事業」を実施しており、食事環
境未改善の小・中学校について、
食器の改善及びランチルームの整
備を順次行った。
主な内容は、以下のとおり。
・給食用食器をステンレス製から強
化磁器に改善
・食器保管室及び食器消毒保管庫
等の整備
・ランチルーム用の備品・消耗品の
整備

※未整備だった羊丘中において整
備した

次期札幌市子どもの読書活動推進
計画策定への準備を進める。

平成20年4月に幼児教育センターを
設置し、札幌市の幼児教育振興に
資する取組を、私立幼稚園との連
携のもとに進めるとともに、将来の
研究実践園化や私学への補助制
度の見直しなどについて検討を行
う。

札幌市教育改革進捗管理会議開
催　平成20年9月及び平成21年3月

整備終了

その他の設定指標

【ランチルーム用備品整備状況】

初期値（掲載） 15年度：80％

目標値 17年度：100％

89.2%
99.7%
99.7%
100%

指標

⑯実績値

⑰実績値

⑱実績値

⑲実績値

57



基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

教育委員会 教育委員会 教育委員会 教育委員会

総務部 総務部 総務部 学校教育部

4-5 4-5 4-5 4-5

さっぽろ学校給食
フードリサイクル

学校適正配置計画策定 学校施設整備事業 魅力ある高校づくり

学校給食を作る過程で発生する調
理くずや残食などの生ごみをリサイ
クルセンターに運び堆肥化し、農家
がその堆肥を使用して作物を栽培
し、その作物を学校給食の食材に
用いて、子どもたちが食するという
学校給食を基点とした事業を行う。

少子化が進み児童生徒数が減少し
ていく中で、良好な教育環境を確保
するため、市内小・中学校の学校
適正配置計画を平成17年度を目途
に策定する。

児童生徒が学習する場であるとと
もに、一日の大半を過ごす生活の
場でもある学校の環境を改善・充実
するため、施設の新増改築や大規
模改造等を計画的に進めていく。

平成15年2月に策定した札幌市立
高等学校教育改革推進計画に基
づき、生徒の多様化や社会の変化
に対応し、主体的で意欲的な学習
を促すため、各学校の特色づくりを
進めるとともに、単位制や午前、午
後、夜間の三部制を取り入れた新
しいタイプの定時制高校を設置す
る。

【作物の提供校数】

全小中学校

【19年度新規事業】

272校
【関係者による連絡会議の開催】
2回（5月、１２月）
【重点校（５校）での取組】
学校教育活動全体でフードリサイク
ルに取組み実践活動を通して食
育・環境教育を推進した。
【学校給食にリサイクル堆肥で栽培
した作物を提供】
とうもろこし・・・使用校　重点校（5
校）
期間　８月から９月（各校1回）
レタス・・・・・・使用校　２７２校
期間　　７月から１０月１週目（各校
１回程度使用）
【生ごみ回収の推進】
生ごみ回収校　　１８２校（６０％）
【フォーラムの開催】
対象・・・・・学校関係者、保護者、市
民等
開催日・・・　平成20年２月２２日
場所・・・・・　教育文化会館　参加者
２１１名

　19年８月に基本方針（素案）およ
び基本方針（素案）に基き策定する
地域選定プラン［第１次］（案）を公
表。
　８/23～９/21の30日間でパブリッ
クコメント手続を実施。
　パブリックコメントで寄せられた市
民意見を参考としながら、19年12月
に基本方針および地域選定プラン
［第１次］を策定した。

１　分離新設事業
　　なし
２　増築事業
　　百合が原小学校校舎を増築
　　和光小学校校舎を増築
３　改築事業
　　東白石中学校(校舎)を改築
　　羊丘中学校(校舎)を改築
　　北野中学校(屋運)を改築
４　大規模改造事業
　　小学校3校、中学校2校を大規模
改造
５　プール・格技場整備事業
　　平岡中央中学校格技室を整備

定時制課程4校を発展的に再編し、
午前部・午後部・夜間部の三部制、
単位制を取り入れた市立札幌大通
高等学校について、平成20年4月
の開校に向けて、以下の内容を中
心として準備を進めた。
○教職員で構成された開校準備室
を中心とした校内の運営体制の整
備、入学者選抜の実施。
○教育内容や入学者選抜等につい
て、生徒・保護者の十分な理解を目
的とした学校説明会の開催。

札幌市立高等学校教育改革推進
計画における検討項目である中高
一貫教育について、生徒・保護者
のニーズを把握するため、アンケー
ト調査を実施するとともに、このアン
ケート調査結果とこれまでの検討
成果を併せて公表し、さらに、これ
らに対する市民意見の募集を行っ
た。

・関係者による連絡会議の開催
・重点校（7校）での取組
・栽培活動実践校（12校）での取組
・学校給食にリサイクル堆肥で栽培
した作物を提供
・生ごみ回収の推進(75%)
・フォーラム、パネル展の開催
・啓発資料及び教材の作成

基本方針および地域選定プラン［第
１次］に基き、学校規模の適正化の
検討を具体的に進めていく地域に
おいて、保護者や地域住民、学校
関係者等からなる「小規模校検討
委員会」を設置し、保護者・地域・行
政が連携して検討を進めていく予
定。

北郷小(校舎)の改築
屯田北小学校校舎の増築
小学校6校、中学校3校で大規模改
造
を行う予定

本市にふさわしい中高一貫教育に
ついて、学校関係者・外部有識者
からなる「札幌市中高一貫教育検
討協議会」を立ち上げ、必要性・教
育内容・設置条件等の観点から協
議を進める。

プラン掲載事業完了（19年度、基本
方針及び地域選定プラン策定）
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

教育委員会 教育委員会 教育委員会 教育委員会

学校教育部 学校教育部 学校教育部 学校教育部

4-5
（再掲 2-5-2）

4-5
（再掲 2-5-2）

4-5
（再掲 2-5-2）

4-5
（再掲 2-5-2）

特別支援教育基本計画に基づ
く学びの支援プランの推進

特別支援教育基本計画に
基づく地域学習の推進

北翔・豊成養護学校看護師配
置モデル事業

特別支援学級の整備推進

乳幼児期から社会人への移行期ま
での継続的な相談・支援が行える
よう関係機関と連携した相談体制
の充実を図り、「学びの手帳」を発
行するなど、学びを支援するための
総合的な取組みを「学びの支援プ
ラン」として推進する。

特別支援学校等に在籍する児童生
徒が、自分の暮らす地域での学習
活動等を通じて地域の子どもたちと
ふれあうことを目的とした「地域学
習校」の取組みを行うとともに、「地
域学習モデル事業」を実施し、「地
域学習校」を中心とした支援のあり
方について調査・研究を行い、その
充実を図る。

特別支援学校における医療的ケア
体制の今後のあり方を検討・実証
するためのモデル事業を行う。

特別な教育的支援が必要な児童生
徒に対し、ニーズに応じた指導を行
う特殊学級の整備を推進する。

【取組み学校数】 【設置学校数の割合】

15年度：151校 16年度：33％

18年度：40％

33%

36%

43%

49%
　乳幼児期から学校卒業までの継
続した相談・教育的支援を行うた
め、必要な情報が一括してファイリ
ングできる「学びの手帳」を発行
し、、引き続き、教育センターにおけ
る教育相談の際に、希望する保護
者に対して配布した。
（発行数　1,500冊）

　18年度に引き続き、学校における
ボランティアネットワークの構築や
運営の在り方等の調査研究を行
い、その成果を継続的・機動的なボ
ランティア活動の基礎づくりに活用
していくため「学校支援ボランティア
導入モデル事業」を実施した。モデ
ル事業校は平成18年度より１校増
の７校となった。

　平成18年度に引き続き、適正な
看護師配置のデータ収集、看護師
と教職員との連携方法等の調査研
究が更に必要となっていることか
ら、北翔・豊成看護師配置モデル事
業を実施することとした。
　
【調査研究事項】
　医師、看護師、教員、保護者の連
携による医療的ケアの在り方

　平成19年度は、小学校について
は、知的障がい学級12校及び情緒
障がい学級16校、中学校について
は、知的障がい学級を１校び情緒
障がい学級２校の開設校の増と
なった。

【特別支援学級設置率】
（知的障がい学級、情緒障がい学
級のみ）
　小学校　　53％
　中学校　　41％

　19年度に引き続き、教育センター
における教育相談などの際に、希
望する保護者に対して「学びの手
帳」を配布する。
　（発行予定数　２，０００冊）

　「学校支援ボランティア導入モデ
ル事業」を引き続き実施し、その成
果の一部を、平成20年度から新規
に実施予定の「学びのサポーター
活用事業」に応用する。

　看護師複数配置のもと、看護師、
学校、保護者、専門機関等の連携
のあり方について調査研究を行うと
ともに、看護師の正式配置につい
て検討を行う。

　平成20年度は、小学校について
は、知的障がい学級を９校、情緒障
がい学級を12校に開設するととも
に、中学校については、知的障が
い学級を３校、情緒障がい学級を５
校に開設する。

　平成19年４月１日施行の「学校教
育法等の一部を改正する法律」に
より、従来の「盲・聾・養護学校」が
「特別支援学校」に制度上、一本化
された。

　平成19年４月１日施行の「学校教
育法等の一部を改正する法律」に
より、従来の「盲・聾・養護学校」が
「特別支援学校」に制度上、一本化
された。

平成19年4月1日施行の「学校教育
法等の一部を改正する法律」によ
り、従来の「特殊学級」が「特別支
援学級」と名称変更となった。また、
それに併せ、札幌市において「養護
学級」と呼称していた知的障がい学
級について、呼称を廃止した。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

教育委員会 教育委員会 教育委員会 教育委員会

学校教育部 学校教育部 学校教育部 学校教育部

4-5 4-5 4-5 4-5

学生ボランティア事業 不登校対策事業 学校研究委託事業 国際理解教育促進事業

学校の教育活動を支援する学校外
からの参加・協力の一方策として，
大学においてを募集する学生を各
学校へ派遣し，子ども一人一人の
個に応じた教育活動を支援する。

学校における不登校の予防や取
組、関係機関との連携などを支援
するとともに、相談体制の充実を図
り、学校復帰に向けた取組を行う。

これまでの学校研究委託事業の質
の向上と内容の深化拡充を目指
し、本市の学校教育の充実・向上
に資する目的で、学校・園に、「札
幌市学校教育の重点」等にかかわ
る学校教育推進上の諸課題につい
ての実践的研究を委託する。

市立中学校、高等学校における英
語教育において、生徒のコミュニ
ケーション能力の育成及び教職員
研修の一助として外国語教育の改
善に資する目的で、「語学指導等を
行う外国語青年招致事業（JETプロ
グラム）」により、外国語指導助手を
招致している。今後は、JETプログ
ラム以外の採用を視野に入れなが
ら、外国語指導助手の一層の増員
を図る。

【市立中学校・高校スクール
カウンセラー配置】

16年度：57校

17年度：106校（全校）

57校

106校（全市立中、高等学校）

106校（全市立中、高等学校）

106校（全市立中、高等学校）

・平成１９年５月から平成２０年２月
までを期間として実施した。
・ボランティア内容は、教科指導の
補助、部活動指導の補助、軽度発
達障害の児童生徒への補助等であ
る。
・５月１９日（月）学生ボランティア派
遣校への説明会を実施した。
・北海道教育大学４８校へ１３５名、
北海学園大学１４校へ１５名、札幌
学院大学７校へ１２名、北星学園大
学１３校へ１７名、計１７９名の学生
ボランティアを市立小・中学校へ派
遣。

・スクールカウンセラーを全市立小
学校（２０７校）、全市立中学校（９８
校）、全市立高等学校（８校）に配置
した。スーパーバイザーを２名から
５名に増員し、スクールカウンセ
ラーの資質向上のための指導助
言、及び緊急的な支援が必要な児
童生徒の心のケアや学校への支援
を行った。
・不登校等対策講師派遣事業によ
り、市立小・中学校に講師を年間３
５回派遣した。
・不登校担当教諭を対象とした連絡
会議（不登校対策連絡会議）を小中
合同で開催した。参加者：約３００名
・子どもと親の相談員を小学校３校
に派遣し、学校生活への適応を促
すための相談活動をとおし、不登
校児童の早期発見や早期対応、未
然防止に向けた学校復帰に向けた
支援を行った。

○学校教育推進上の課題に係る５
３校による実践的研究の指導・助言
・研究モデル校（３年研究　新規１２
校含む）21校
・研究校（１年研究）２８校
・研究ベース校（他校教員との研究
連携）４校

○事業推進
・募集－４月２日
・説明会・学習会－６月６日・１３日・
１８日
・中間学習会－９月３日・４日
・学校訪問し授業及び研究推進に
ついての指導・助言を行った。
・研究集録発行－２月１日
・研究報告会２月２０日・２１日
・研究成果等のHPアップ－３月末

  ○外国語指導助手（４３名）
　　・　３５名（ＪＥＴプログラムに
       よる外国語指導助手）
　　・　８名（Non-JETによる外国語
       指導補助業務委託）
【派遣内訳】
　○中学校（３３名）
　　・　拠点校配置（８か月程度）：
       ２５校、
　　・　準拠点校（学期派遣）：
      １２校、
　　・　マンスリー校（１～２ケ月）：
       ６１校
　○高等学校(１０名）
　　・　年間常駐で１名配置：６校
        複数配置：２校
　○小学校・特別支援学校（中学・
高等
     学校配置の外国語指導助手
     を活用）
　　・　４０６日の派遣を実施

・北海道教育大学、北海学園大学、
札幌学院大学、北星学園大学の学
生ボランティアを平成２０年５月から
平成２１年２月までを期間として市
立小・中学校へ派遣予定。
・ボランティア内容は、教科指導の
補助、部活動指導の補助、軽度発
達障害の児童生徒への補助等。

・スクールカウンセラーの一層有効
な効果的な活用の在り方について
分析と検証をする。
・小学校の相談時間を年間１８時間
から３６時間に拡充する。また、中
学校における相談時間を週６時間
から８時間に拡充する。

・学校教育推進上の課題に係る５２
校よる実践的研究の指導・助言等
の予定
・平成２１年度学校研究委託事業
の名称及び内容の検討

Non-JETにより５名増員。
ＪＥＴプログラム３５名、Ｎｏｎ－ＪＥＴ
プログラム１３名とする。
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初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

教育委員会 教育委員会 教育委員会 教育委員会

学校教育部 学校教育部 学校教育部 学校教育部

4-5 4-5 4-5 4-5

地域に開かれた
学校づくりの推進

学校評議員制度
（類似制度を含む）の活用

少人数指導や習熟度別
学習の実施

幼児教育相談

総合的な学習の時間等において，
地域の人材を積極的に活用した教
育活動を支援するとともに，開かれ
た学校の創造に関する実践的な研
究を行う。

学校が保護者や地域住民の意向を
把握・反映し、その協力を得るとと
もに、学校運営の情報等を提供す
るなど、開かれた学校づくりを進め
るため、地域住民や保護者等の中
から学校評議員を委嘱する。

各学校において「生きる力」を育む
ために、これまで以上に個に応じた
きめ細かな指導の充実を図ること
が必要であり、そのための授業改
善の方策の一つとして、少人数指
導や習熟度別学習を実施する。

来所及び電話により、就学前の幼
児の「発達上の問題」、「幼稚園等
における適応上の問題」、「保護者
の子育ての悩み」などに関する教
育相談を行う。

【実施校の割合】 【実施校の割合】 【来所相談件数】

15年度：30.2％ 15年度：93.8％ 15年度：220件

18年度：100％

70.4% 98.3% 440件

84.7% 97.7% 417件

100% 97.7% 417件

100% 97.7% 435件

○学校研究委託事業のうち
・研究校（１年研究）の「研究課題」
として、「総合的な学習の時間」「地
域の教育資源を生かす取組」「安全
教育」「地域と連携した環境教育」
の研究を行う。
中間学習会　９月３，４日
発表会　２月２０日（水）２１日(木）
研究集録　２月１４日発行

・類似制度を含めて、全市立学校に
おいて設置し、創意工夫をしながら
活用に努めている。

ＴＴ、習熟度別指導を含めた少人数
指導について、指導方法の工夫な
ど、内容の充実を図っている。

知的障害　　６６件
情緒障害　　６５件
視覚聴覚肢体病虚弱　　５件
言語障害　　６件
発達障害（疑い含む）　　２９３件
子育て　　０件

・研究校（１年研究）の「研究課題」
として、「地域の教育資源を生かす
取組」「安全教育」「地域と連携した
環境教育」の研究を行う。

・類似制度を含めて、１００％の学
校で導入済み

継続実施 平成２０年４月に設置された幼児教
育センターにおいて継続して実施

61



基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

教育委員会 教育委員会 教育委員会 環境局

学校教育部 学校教育部 中央図書館 環境都市推進部

4-5 4-5 4-5 4-5

教育相談 公開講演会 総合的な学習の時間の支援 太陽光発電設置事業

来所及び電話により、不登校や特
別支援教育に関わる教育相談に応
じる。

一般市民や教職員を対象に、子育
て支援、特別支援教育、不登校等
への支援、その他教育に関する今
日的テーマに添って公開講演会を
開催する。

小・中・高等学校の「総合的な学習
の時間」において、図書館が持つ調
査・研究のための図書資料や情報
を提供し、学習目的の達成を図る
ための支援を行う。

学校教育と連動した環境教育を推
進するため、小学校等の市施設へ
太陽光発電を設置するとともに、教
育施設等への自然エネルギーの有
効利用を進める。

【来所相談件数】 【参加者数（年５回）】 【受入人数】 【太陽光発電設置数】

15年度：2,000件 15年度：927人 15年度：3,523人 15年度：４施設

21年度：1,300人 21年度：5,500人 16年度：５施設

2,666件 1,032人 2,251人 5施設（1増）

2,999件 1,070人 3,310人 6施設（1増）

2,994件 925人 2,321人 7施設（1増）

3,252件 934人 2,091人 8施設（1増）

不登校等に関する相談
1，525件
特別支援教育に関する相談
1，727件

４回実施 参加人数計934名 具体的な支援として、以下の取組を
引き続き進めている。
①図書館利用手引書（指導者教諭
用）の配布
②図書館調べ学習手引書（児童・
生徒用）の配布
※上記①②の手引書は、中央図書
館ホームページにも掲載
③図書資料及び情報の提供
④図書館利用ガイダンスの実施
⑤職業体験の受入
⑥図書館運営の説明
⑦図書館調べ学習講座の開講（小
学生向け・中学生向け）

前田中央小学校に太陽光発電を設
置した。また、パンフレットを作成
し、児童へ配布した。

太陽光発電設備
設置場所；前田中央小学校屋上
設置規模；5kW級

パンフレット作成：1,300部

継続して実施 継続して実施 実施を継続する。 白石区北郷小学校に太陽光発電
（10kW級）設置予定。
パンフレット作成及び北郷小学校
の児童を対象とした地球環境学習
会を実施する予定。
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基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

環境局 保健福祉局 総務局

環境都市推進部 総務部 国際部

4-5 4-5 4-5 4-5

学校ビオトープづくり事業 社会福祉協力校指定事業

学校教育と連動した環境教育を推
進するため、生きた環境教育の教
材として市内小学校に「学校ビオ
トープ」を整備する。

児童・生徒の社会福祉への理解と
関心を高めるため、札幌市社会福
祉協議会が実施する社会福祉協力
校事業に対する補助を行う。

小･中・高等学校における総合的な
学習の時間において、札幌国際プ
ラザへの視察受入や国際交流員の
派遣を実施することにより、国際理
解及び国際交流の推進を図る。

【ビオトープ設置学校数】 【指定数（累計）】 【受入・派遣回数】　受入 【受入・派遣回数】　派遣

15年度：７校 15年度：305校 14年度：21回 14年度：32回

16年度：13校 21年度： 50回 21年度：100回

13校（6校増） 318校 18回 33回

15校（2校増） 326校 18回 12回（ｱﾝｹｰﾄのみの実施2回を含む）

16校（1校増） 329校 18回 12回（ｱﾝｹｰﾄのみの実施2回を含む）

１6校（増減なし） 333校 15回 21回

17年度より、自主的な整備意欲の
ある小学校に対し支援を行う「学校
ビオトープづくり支援事業」を行って
いる。

【19年度整備校】
なし（希望する学校がなかった）

福祉活動の普及や啓発に積極的
に取り組む小学校・中学校・高等学
校に対し、福祉協力校として指定
し、活動費の助成を行った。

〔新規指定校〕4校
〔継続指定校〕11校
〔指定終了校〕318校
〔指定期間〕３年間
〔助成額〕年間10万円

小･中・高等学校における総合的な
学習の時間において、札幌国際プ
ラザへの視察受入や国際交流員の
派遣を実施することにより、国際理
解及び国際交流の推進を図った。

19年度に希望する学校がなかった
ため、20年度は「学校ビオトープづ
くり支援事業」を実施していない。

新規４校の指定を見込んでいる。 従来同様、小・中・高等学校からの
依頼を受け、総合的な学習の時間
への、国際交流員の派遣等を行
い、児童・生徒の国際交流・国際理
解の拡充に努める。

環境局による支援事業は、19年度
で終了した。

      国際交流員の派遣

63



基本目標 4：次代を担う心身ともにたくましい人づくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

担当（局）

担当（部）
基本目標

- 基本施策

事業名

事業概要

指標

16年度実績

20年度見込

備考
（特記事項）

17年度実績

19年度実績

18年度実績

経済局 消防局

農務部 予防部

4-5
（再掲 4-1）

4-5
（再掲 4-1）

 サッポロさとらんど農業体験学習 「教えて！ファイヤーマン」事業

将来を担う市内小学生を対象に、
農業体験交流施設（サッポロさとら
んど）を利用して、農業体験学習を
通じ「食と農の関わり」への知識や
理解を深めると共に、農業の大切さ
と魅力、農業・農村の果たしている
役割について学びながら、「食育」
の重要性を認識してもらう。

　小学４年生の児童を対象として、
第一線で働いている消防職員が小
学校の教壇に立ち、消防に関する
知識を教えるほか、煙からの避難
や119番通報、消防隊が災害現場
で使用する資機材に触れてもらう
等の体験を通じて、消防の仕事に
対する興味・関心を高め、その役割
を理解してもらうと共に「命の尊さ」
を伝えることを目的とする。

【参加人数】

17年度：8,000人

21年度：50,000人

【17年度新規事業】

9,230人

77,483人

141,000人 市立小学校 203校
　さとらんど内水田を利用し、小学
生を対象とした総合学習を実施し
た。
　札苗小、東光小などが６校３，３１
３人が参加し、田植え、田圃の生き
物観察、稲刈り、もちづくりなどを体
験した。
　その他、小学生限定ではないが、
ビニールハウスや農園での収穫体
験、ジャガイモ４日間コース、大豆４
日間コース、手づくりバター・アイス
クリーム体験など小学生を含む親
子、一般市民を対象とした農体験
のメニューを常時提供している。

・職員の体験談の他、スライド画像
を使用して「消防の仕事」を分かり
やすく説明。
・１１９番通報の模擬体験、煙の中
からの避難体験、水消火器による
消火体験。
・災害現場で使用する資機材等の
展示、着装体験。
・小学校に設置されているＡＥＤ（自
動体外式除細動器）の取扱い方法
の説明。

１９年度とほぼ同様の企画を実施
する

・市立小学校203校で実施予定。
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基本目標 5：子どもと子育て家庭にやさしいまちづくり

都市局 保健福祉局 環境局 環境局

市街地整備部 保健福祉局保健福祉部 みどりの推進部 みどりの推進部

5-1 5-1 5-1 5-1

公的住宅の供給  福祉のまちづくり環境整備事業 個性あふれる公園整備事業 公園・緑地等の整備

市営住宅の募集時において、母子
（父子）・多子・多家族等の世帯に
対しては、一般世帯に比べて当選
確率を高める優遇制度を設けてお
り、今後、さらにその拡大について
検討を進める。

札幌市福祉のまちづくり条例に基
づき、妊産婦の方や高齢の方及び
障がいのある方等の社会参加を促
進し、誰もが安心して快適に暮らせ
るまちづくりを進めるため、地下鉄
駅にエレベーター等を設置する。

開設後概ね20年以上経過した街区
公園や近隣公園を、周辺環境の変
化や利用実態、市民ニーズ等を踏
まえ、地域に親しまれる公園に再
整備している。　平成15年度子ども
議会から子どもの声を反映してほし
い旨の提案があり、今後も計画段
階から積極的に、子どもを含めた
幅広い市民参加による公園づくり
を実施する。

環境保全・防災、景観形成、レク
リェーションといった緑がもつ様々
な機能を十分発揮させるために、
身近な緑を増やし、均衡のとれた
街並み形成を図るとともに、今ある
緑を保全・育成する。

【市営住宅当選確率】 【整備済の地下鉄駅数】
（片側ホームのみの設置駅は含まない）

【市民一人当たり公園緑地面積】

初期値
（計画掲載）

15年度：２倍（一般世帯比） 15年度：37駅 10年度：21.6㎡

目標値 21年度：拡大方向で検討 21年度：46駅 32年度：約40㎡

3倍（一般世帯比） 39.5駅 25.8㎡

3倍（一般世帯比） 42駅 25.9㎡

3倍（一般世帯比） 43駅 27.1㎡

3倍（一般世帯比） 45駅 27.3㎡

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

引き続き優遇制度を実施した（一般
世帯比３倍、16年度より実施）。

南郷７丁目駅、バスセンター前駅の
２駅に、エレベーター等設置。

４９駅中４５駅

19年度：20公園
（工事施工：  10公園・実施設計：10
公園）

都市公園整備：21箇所

特別緑地保全地区取得：2地区

都市環境緑地取得整備：3地区

19年度と同じ内容で実施する。 北１８条駅、北１２条駅に、エレベー
ター等設置予定。

４９駅中４７駅予定。

20年度：20公園
（工事施工：  9公園・実施設計：11
公園）

都市公園整備：24箇所

特別緑地保全地区取得：1地区

都市環境緑地取得整備：2地区

優遇制度は、公営住宅法に係る国
の通達等に基づき設けており、国
の今後の動向を見据えながら検討
していく。

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）

基本目標
- 基本施策

事業名

事業概要

指標

17年度実績

19年度実績

16年度実績

18年度実績
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基本目標 5：子どもと子育て家庭にやさしいまちづくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）

基本目標
- 基本施策

事業名

事業概要

指標

17年度実績

19年度実績

16年度実績

18年度実績

観光文化局 環境局 市民まちづくり局 市民まちづくり局

スポーツ部 みどりの推進部 地域振興部 地域振興部

5-1 5-1 5-2 5-2

市民運動広場整備事業 冬の公園利用の活性化事業  スクールゾーン実行委員会の設置
札幌市交通安全運動推進

委員会の活動支援

子どもや家族を主体としたスポーツ
活動の環境づくりを目指し、北区新
琴似に多目的・平面系の市民運動
広場を整備するための検討を行
う。

地域住民が主体となった冬の公園
利用のきっかけづくりや冬季屋外
活動の指導員養成などにより冬の
公園利用活性化を図る。

子どもの交通安全を図る目的か
ら、小学校から半径概ね500ｍの範
囲をスクールゾーンとして設定する
とともに、行政・地域・学校・運転者
が協力して「スクールゾーン実行委
員会」を組織し、登下校時の通学
指導を実施する。

交通安全教育の充実、交通道徳の
普及、交通安全運動の展開等によ
り、交通安全への取組みを推進し、
子どもの安全確保に努める。

【公園における冬季イベント開催
件数】

14年度：304件

18年度：350件

310件

284件

291件

288件

19年度はモニタリング調査は実施
していない。

市民団体との共催による「旭山冬
の活動」の実施
【日時】　平成２０年２月１６日（土）
　　　　　～２４日（日）
【場所】　旭山記念公園
【内容】　イグルーづくり、かんじき
　　　　　づくり、かんじきを使用して
　　　　　の公園内散策等
【参加者】　１００名

町内会、学校等による冬季公園利
用
　【内容】
　　冬（雪）祭り、歩くスキー、雪中
　運動会、スノーキャンドル等

　スクールゾーン実行委員会の活
動を支援し、児童の登下校時にお
ける交通安全確保に努めた。
　

　幼児・児童に対する交通安全教
育をきめ細かく実施するとともに、
学校区ごとに交通安全指導員を配
置し、児童の登下校時における交
通安全の確保に努めた。
　また、新入学児童に対する「黄色
いランドセルカバー」及び「交通安
全小冊子」の配布をはじめ、年３回
の長期休み前には交通安全資料
やポスターを各学校や児童会館等
に配布し、交通安全意識の高揚を
図った。

小学校・幼稚園・保育園における交
通安全教室実施状況（平成19年
度）
実施回数：延べ1,285回
参加者数：延べ154,574人

交通安全指導員数（平成19年度
末）
865人

20年度は地下水位及び地下水質
についてモニタリング調査を実施
し、地下水位及び地下水質につい
てモニタリング調査の結果を得た。

事業廃止（みんなが集い学び楽し
む公園緑地づくり事業に統合予定）

　引き続きスクールゾーン実行委員
会の活動を支援し、児童の交通安
全確保に努める。

　引き続き、幼児・児童への交通安
全教育や啓発活動の充実を図ると
ともに、地域の自主的な活動を支
援し、子どもの交通安全確保に努
める。

今後も当分の間、モニタリング調査
の経過を見定める必要がある。
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基本目標 5：子どもと子育て家庭にやさしいまちづくり

初期値
（計画掲載）

目標値

19
年
度
実
施
状
況
等

実施内容

20年度見込

備考
（特記事項）

担当（局）

担当（部）

基本目標
- 基本施策

事業名

事業概要

指標

17年度実績

19年度実績

16年度実績

18年度実績

市民まちづくり局 教育委員会

地域振興部
教育委員会総務部・

学校教育部

5-2 5-2

安全・安心なまちづくり推進事
業

学校安全教育等の推進

積極的な取組みを行っている自治
体の状況や、市民の現状認識・意
向などについての調査を行い、「安
全・安心なまちづくり」を実現するた
めに、地域防犯という視点での施
策展開の検討を進める。

学校施設や周辺の点検、幼稚園や
学校における危機管理マニュアル
の作成、警察等との協力による防
犯教室の実施、子どもが自分の身
を守ることの大切さやその手立て
について様々な機会をとらえて指
導することにより、学校安全教育の
一層の推進を図る。

・犯罪状況の統計データ、札幌市
の「安全・安心」に関する取組及び
地域防犯活動のノウハウなどをま
とめた地域防犯に関する総合ホー
ムページを開設し、子どもの見守り
などに従事する防犯活動団体の立
ち上げ及び既存団体の活動促進を
図った。
・子どもを始めとして犯罪被害に遭
う市民を一人でも少なくするための
取組や環境づくりを進めるため、
「（仮称）札幌市犯罪のない安全で
安心なまちづくり条例」の制定に向
けて、調査及び考察を実施した。

・夏、冬、学年末の年３回、幼児児童
生徒の安全確保にかかわる通知を
出している。
・生徒指導研究協議会において「地
域と学校が連携して取り組む子ども
の安全」を研究協議のテーマの１つ
に設定し、特色ある事例の交流を
行った。
・子どもの安全を守る取組について
学校に研究を委託し、その結果を学
校研究委託発表会やその内容等を
集録した研究紀要を通して各学校へ
の啓発を行った。
・地域と連携した児童の安全を守る
取組に対する実態調査を行い、取組
状況を把握した。
・文部科学省の委嘱を受け、「地域ぐ
るみの学校安全体制整備推進事業」
を実施した。本事業は、市立の小学
校・幼稚園・特別支援学校を対象とし
ており、警察官ＯＢをスクールガード
リーダーとして委嘱し、登下校時の見
回り活動等を行う地域のボランティア
をスクールガードとして登録すること
で、子どもの見守り活動を充実させる
事業を実施した。
・登録スクールガード数：１、７９１名
・委嘱スクールガードリーダー数：３９
名
・新一年生全員に防犯ブザーを配布
した。

・「（仮称）札幌市犯罪のない安全
で安心なまちづくり条例」を20年度
中に制定すべく検討を進める。
・子どもの安全に係るテーマを取り
入れたシンポジウムを開催する。

・夏、冬、学年末の通知について
は、引き続き実施する。
・「安全教育」に係る研究を学校に
委託し、研究成果について発表会
等で普及啓発を図る。
・学校で巡回・警備等に従事するス
クールガードを引き続き全ての区に
配置し、整備する。
・委嘱スクールガードリーダー数を
４５名に増員するほかは、１９年度
と同様に実施する。
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